
地すべりは地形・地質・気象および土地利用等の特殊

な条件により発生する。地すべりの安全度は地すべり移

動体の地形変状や滑動状況等から判断される地すべりの

運動様式によって評価が異なるが，現評価法では斜面安

全率は極限平衡法に基づいて決められている。極限平衡

法において，地すべりの安全率は，厳密に言えば，地す

べりが動こうとしているその瞬間，すなわち変形や移動

の臨界状態の１．０のみが意味をもっている。災害発生時

の状況を復元することができれば，また動態観測で変形

や移動の臨界状態を把握することができれば，安全率を

１．０と決定することが可能である。

ところで，他の分野では安全率あるいは安全に関わる

ものをどのように定義しているのだろうか。普遍的な安

全率に関する基本的な理念なり命題があって，その基本

的な理念なり命題のもとに各分野で安全率を紐解いてい

るのだろうか。そもそも各分野で安全率に対して，どの

程度まで，共通認識がされているのか不明である。地す

べりの安全率は地盤工学的に定義されるが，考え方にお

いてどこまで掘り下げて安全率を決定し，適切に供用し

ているか，そのあたりの議論が不足しているように思わ

れる。

「安全率に関する講座」の企画は，様々な角度から安

全率を考えてみて，安全率に対する認識をもつための企

画ととらえている。各分野の安全率に対する考え方，物

表－１ 本講座の構成
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やシステムの破壊等の安全率の物差し，安全率の定義方

法，安全率の活用の仕方等を知ることから安全率に対す

る基本的な考え方を洞察することにより，我々が何気な

く用いている安全率を再認識するための企画である。安

全率を純粋に技術的な観点からみていくことにより，安

全率に対する誤解を取り除き，将来的な安全率の活用の

仕方の手助けになれば，安全率に関する講座の企画が有

意義なものとなるであろう。本講座では，安全率をあく

までも技術的に紐解くのがねらいであり，基本的に安全

率の値が適切か否かの（行政的な）判断をするものは含

まれない。

最近，時代の変遷とともに，安全率に対する考え方が

変化してきている。物やシステムの破壊にとどまらない

様々の角度からの安全率に対する物差しが生まれてきて

いる。１つは，安全率を時系列的に取り扱うものである。

例えば，変形や移動量，移動・風化によるすべり面の強

度変化を時間軸として取り扱い，モニタリング・維持管

理に繋げようとするライフサイクルコストとも関連した

試みである。もう１つは，気象や地震等のシナリオを想

定したリスク分析や信頼性設計・性能設計に関わるもの

で，費用対効果の考え方に連なるものである。一方で，

最近の調査・解析技術はめざましいものがある。リモー

トセンシングや計測技術，FEM等数値解析や予測技術，

新しい設計技術，意志決定手法等の技術的進歩が多様で

柔軟な安全率の考え方を後押ししている。

安全率は，不確定性あるいは決定論等に分けて考える

ことができる。安全率の不確実性についても，物性，解

析，定義など様々な尺度で分類することができる。また，

機能または性能の観点から安全率をとらえる考え方もあ

る。

本講座では，読者が，安全率の発祥とみられる材料の

破壊や，実用に供している各分野の安全率の考え方を学

び，安全率に共通的な考え方を理解するための材料を提

供できれば幸いである。そして，周辺分野の安全率を踏

まえて，地すべりにおける技術的な安全率についての今

後の課題，検討事項が浮き彫りになれば，将来的な地す

べり技術の進歩につながると確信している。

本講座は，表－１に示すようなテーマにしたがって，

７回にわたり各分野の安全率を紹介し，問題点を整理し

た上で，最後は地すべりにおける安全率について討論で

締めくくることにしたい。
（原稿受付２００７年７月２７日，原稿受理２００７年８月２７日）
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１．はじめに

近代技術の歴史で設計体系が始めて確立されたとき，

さまざまな不確定要因に対応する道具として安全率とい

う概念が導入された。そして他の技術分野と同様に土木

工学の分野でも，安全率は抵抗力÷作用荷重として定義

されて来た。斜面安定問題のように抵抗モーメント÷作

用モーメント，あるいは局所的な材料強度÷作用応力と

いう定義もあるが，本質には変わりがない。ただ，土木

と建築の多くの分野で近年，安全率の思想を脱して限界

状態設計法など高度な概念が実用化されつつあるのに対

し，筆者が日常活動している地盤工学の世界では，その

ような動きが多くの困難に遭遇している。

２．土木工学における安全率

安全率は近代技術初期の成果であり，さまざまな予想
しろ

外の出来事に対して安全の余裕代を設けるための概念で

ある。予想外とは，荷重の大きいこと以外に，材料の品

質のばらつき，組み立て不良，崩壊メカニズムを事前に

正確に考慮できないことなどを指し，技術の初期の段階

ほど不確かなことが多いため，大きな安全率が必要で

あった。しかし，その後荷重の確率分布に関する知識が

深まり，材料の製造プロセスにおいても品質管理が進歩

して，多くの技術分野では安全率を小さくしたり，信頼

性設計という高い段階に進んだりすることが可能となっ

た。

土木工学において使用される三大材料は，鋼，コンク

リート，土である。そして設計の思想は鋼とコンクリー

トを中心に発展してきたので，ここではその考え方を簡

単に紹介する。現在の設計基準では，図－１のような考

え方で，安全性がチェック（照査）されている。ここで

耐力，断面力と呼ばれている概念は，上述の抵抗力，作

用荷重と同等のものではある。しかし，橋のような構造

物では，使用する材料の性質や載荷の条件（自重，交通

荷重，風など）をまず決定し，それから梁や柱のような

部材ごとに耐力と断面力を構造解析し，安全性の照査を

行なう。想定した材料の性質や載荷条件が不確かなだけ

でなく，構造解析の過程でも不確実性が生まれる。

不確実性を取り扱うために導入されたのが，安全係数

と呼ばれるもので，図－１において�という記号で表さ
れている係数がそれである。その内容を説明すると，

��：材料係数，材料の性質が公称値を下回る可能性
を扱う。��：部材係数，部材寸法のばらつきや部材の重要度
などの変動を扱う。��：荷重係数，発生する実荷重が想定値を上回る危
険性を扱う。��：構造解析係数，構造解析の不確実性などを扱う。��：構造物係数，重要な構造物には一層の安全性を
与える。

これらはいずれも，１より大きいか等しい値をとる。図

－１の設計断面力の計算では，自重，交通荷重，風荷重

など，通常同時に発生する荷重の影響を合算している。

最終的に安全性を照査する式（図－１の下端）では，荷

重と抵抗力の比を計算しており，原理的には安全率の考

え方と同じであることが看取される。ただし，さまざま

な因子のばらつき，不確実性を個別に考慮判定するため

に安全係数が導入されていること，安全性の照査は，終

局限界状態（いわゆる破壊）だけでなく，使用限界（施

設が所期の機能を果たせなくなる状況）や修復限界（損

傷を修復できるぎりぎりの状態）に対しても実施される

ところが，破壊しか想定しない安全率の思想との相違で

ある。

このような進歩した設計思想が鋼やコンクリートの分

野で実用されているのだが，実際のところ，いわゆる安

全率に直すと，地盤工学と比べて，どの程度の水準になっ

ているのであろうか。強引であることは承知の上で，以

図－１ 土木構造物における安全性照査の流れ

「安全率を考える」第２回 Returning to the fundamentals of safety factor No．２

２．土木，特に地盤工学における安全率
Safety factor in civil engineering, particularly geotechnical engineering

東畑郁生 Ikuo TOHATA／東京大学 Tokyo University
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下に試算を行なってみる。盛土や人工斜面のすべり安定

を考えると，土質材料のせん断強度��は，現場載荷試験
か実験室でのせん断試験によって決定される。そしてせ

ん断強度と作用応力とを比較して安全性を照査するもの

とすれば，図－１の設計耐力は，�	
�	��
 ������ ………………………………………�
で与えられる。次に発生する応力��は，たとえば円弧
すべり面のような解析で推定されるが，これに安全係数

を掛け算することにより，設計せん断応力は，�	
���
������……………………………………�
となる。これを安全性の照査式に代入すると，��	�	���� すなわち �������������� …………�
この右辺が，従来の安全率に相当する量である。ここで，

実際によく使われる安全率係数の値（��＝１．０，��＝１．３，��＝１．２，�＝１．０，��＝１．３）を代入すると，右辺の値
は約２となる。これと比べると地盤の工学でよく使われ

る安全率は３程度であり，構造の工学より地盤の方が大

きめの安全率を使用していることがわかる。これは地盤

の工学では，材料が人工生産品ではないという厄介な問

題があるからである。自然に形成された土は工場生産品

ではないため品質管理の対象ではなく，土粒子が堆積し

て沖積地盤を形成する自然のプロセスには人工の手が入

らないため，どこにどんな土があるのか，保障が無い。

土砂ばかりでなく岩盤でも，トンネル工事で予想外の落

盤，出水，断層などに悩まされることが珍しくない。

３．地盤調査の技術と安全率

定義によれば，安全率＝抵抗力÷作用荷重である。こ

の抵抗力の大きさとして，ここでは単位断面積あたりの

せん断抵抗を想定するが，その地中における分布を決め

ることが，地盤調査の目的である。しかし，この目的を

完全に達成する調査技術は，現況では存在しない。

我が国で広く行なわれている地盤調査法が，標準貫入

試験のN値である。その詳細の説明は省くが，サンプラー

の先端（シュー）が磨耗していると地中へ貫入しにくく

なり，見かけ上地盤が硬くなる。また機械操作が厳密で

なく，打撃貫入に消費されるエネルギーが所定値より小

さいと，やはりN値が過大になる。このように機器の整

備不良や操作手順の間違いが常にN値とせん断抵抗の過

大評価につながってしまうことが，一つの問題である。

筆者の経験では，N値にして２倍程度の差は，十分あり

うることである。

N値から土のせん断抵抗に換算する公式も，単なる経

験公式に過ぎない。例を図－２に示すが，実測データ同

士の間にもかなりのばらつきがある中で，平均的な傾向

を使って換算をしていること，したがって換算値と真値

とのあいだには１０％程度の差がありうることが，見て取

れる。また真値と呼ばれるものにしても，仮にせん断試

験をして精密に測定したとしても，土の実験サンプル自

体の品質が低ければ，測定値の価値は低い。サンプル採

取技術の良否は，自らの手ですべてを把握して作業を行

なっていない限り，後からは判断しづらいであろう。

図－２のような相関は，砂や粘土など土の種類によっ

て変化することが多い。標準貫入試験には，はなはだし

く乱されているとは言え，土のサンプルが直接観察でき

る長所があり，使うべき換算公式の選択が可能である。

これに対してコーン貫入試験には，データが深さ方向に

細かく測定できる長所がある一方で，土の種類をデータ

から間接的に推定しなければならない，という問題があ

る。

地盤の三次元構造と物性の分布の推定も，未解決の課

題である。以前，東京の大井の埋立地で実施されたボー

リング調査の例を図－３に示す。埋立地は一連の工程で

造成されるから，自然地盤にくらべて横方向の変化は小

さいと思われる。しかし，図－３では特にSiteAとSite

１のボーリング孔の距離が１０m程度に過ぎないにもかか

わらず，この程度の差が生じている（SiteBとSite１と

は４０mほどの距離）。さらに複雑なことは，二つのボー

図－２ N値と砂質土の強度定数との経験的な相関（地盤工
学会：「地盤調査法」，１９９５）
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リング調査が別々の会社，別々の技術者によって実施さ

れているので，土質の判定にも個人差が紛れ込んでいる

ことである。同じことは地盤調査一般に起こりうること

であり，それが設計の考え方にも影響することが避けら

れない。このような問題が，地盤調査の現状には存在す

る。

詳細な調査のために至るところでじゅうたん爆撃的に

ボーリングを行なうことは現実的でない。そこで，人体

を輪切りにして内臓や脳の断面を見せてくれる医学の技

術に倣い，地盤トモグラフィーという手法も研究されて

いる。これは地表とボーリング孔中にセンサーを設置し

て波動や電位を測定し，それから逆算して地盤断面の画

像を描こうというものである。しかし，医学と異なり，

対象をぐるりとセンサーで取り囲むことができないため，

解像度と信頼性に限界がある。また，得られた画像は波

動伝播速度や電気比抵抗の分布に過ぎず，材料のせん断

抵抗の推定には，さらに新たな換算公式を必要とする。

これらの不確実性をもひとくくりにして対処しているも

のが，現行の地盤工学における安全率なのである。

４．困難を乗り越えて

多くの問題ばかりを指摘してしまったが，これらを乗

り越えるためには，次のようなことが考えられる。まず，

目前の地盤調査だけですべてを明らかにしようなどとは

せず，地域の地盤の成り立ち，地盤の歴史を学ぶことが

重要である。埋積された旧河道やため池の位置は，地質

図や明治期の地形図によって認識できる。また標準貫入

試験あるいはコーン貫入試験単独ですべてを明らかにし

ようとするのではなく，土のタイプを同定できる前者を

基軸とし，中間点を迅速な後者で補間して，三次元的な

地盤構造を把握することも有益である。さらに，事前の

設計計算に全ての安全性を委ねるのではなく，地盤の挙

動を常時センサーで監視する情報化施工も，広く行なわ

れている。

他方，良質な土のサンプルを採取して三軸せん断試験

などに供すれば，安全率の世界を超えて，変形解析の信

頼性を向上することもできる。そこでサンプル採取装置

の改良，凍結サンプリングやポリマー塗布による拘束技

術などが実用化されてきた。ただ，ここで余計な指摘を

するならば，粘性土には若干のひずみ速度依存性がある。

実際の地盤破壊現象の多くは，実験室での破壊プロセス

よりも進行がはるかに遅いので，実験室でのせん断抵抗

測定値を「経験に基づいて」割り引いて現場の抵抗を推

定することがある。ここにも一つの不確定要因があるの

である。

５．耐震問題について

次に筆者の専門である地盤の耐震問題に触れておきた

い。従来は，地震時にも安全率＞１を維持する重要構造

物と，耐震設計を行なわない代わりに損傷を迅速に修復

する安価な構造物，の二通りがあった。ところが近年の

設計地震力の強大化で，前者では安全率＞１を達成する

ことが困難になり，後者では想定される被害が甚大すぎ

るため，大きな建設費を費やすことなく何らかの耐震検

討を行なわなければならない事態が現れた。

性能設計が，このような問題に対する解答である。実

は地震荷重は一過性の現象であるため，安全率が１を下

回ったとしても，壊滅的な崩壊に至るとは限らない。そ

こで，地震時の変形予測を行なうことにより，それが許

容値以下に収まれば可とするというのが，地盤における

耐震性能設計の基本方針である。このような概念を表す

指標として，性能マトリクスが種々提案されてきた。表

－１はその例である。これによると，通常の構造物は，

その供用期間中（ライフサイクル，７０年程度であろう）

に一度程度経験する地震に際しては，軽微な損傷を受け

こそすれ，地震後短期間に機能を回復し，復旧復興に貢

献しなければならない。しかし，レベル２と呼ばれるよ

うな，きわめて稀な強い地震（たとえば５００年に一度程

度か）に際しても，軽微な被害しか受けないほどの耐震

性は，経済的に過大な設計である。そこで最悪の事態で

ある崩壊や人命損失だけは避けるように，という設計目

標が提示されている。これに対して病院や長大橋のよう

に地震後の救援や復旧において中心的な役割を期待され

ている重要構造物では，数十年に一度程度の地震では機

能に損傷を受けてはならない。そして，レベル２地震に

際しても，短期間での機能回復が要求される。

このような耐震性能は理解しやすい概念である。しか

し，その実施に当たっては，実用的な変形予測手法が必

要であると同時に，許容変形値を決定するための論理を

構築しなければならない。

図－３ 東京・大井の埋立地における近接二ヶ所のボーリン
グデータの比較
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まず変形予測のためには，ニューマークによる剛体す

べり法がある。これは，図－４のすべり土塊を想定し，

その運動方程式を，地震力と抵抗とで表現するものであ

る。	��	�� 
��������� ��…………………………………�
ここで�は地震時の変位，�は時間とともに変化する

震度，�は重力加速度である。限界値���とは，�が���に
等しいときに，図－４の状況で安全率が１に等しくなる

ような値である。そして���は，土塊の自重の他に，す
べり面上の土のせん断抵抗によって定まる値である。�
が限界値を越えると運動方程式の右辺が正になるので，

加速度が発生し，すべり運動が始まる。図－４中の点a

がそれである。そしてbまでは左辺が正なので加速度も

正，すなわちすべり速度は増加する。そしてbを過ぎる

と加速度が負に転じてすべり速度も減速し，c点で運動

は停止する。このようなことが地震中に何度も繰り返さ

れて最終的な変形に至るのである。

このような方法で性能・変位を算定すると，強い加速

度が必ずしも大きな残留変位を起こすわけではないこと

がわかる。３００ガル（３００cm／sec２）を越えるような加速
度でも，周波数が高ければ一サイクルの時間が短いので，

積分した変位は小さい。小さなマグニチュードの地震で

も断層の近傍では大きな加速度が生ずることは珍しくな

いが，このような地震動の周波数は高いので，被害にな

りにくいのである。つまり，加速度が大きいことだけを

ことさらに取り上げて大騒ぎすることは間違いである。

その逆が，大きなマグニチュードの地震であり，特に軟

弱地盤上では振動の周波数が低いので，被害につながる

ような大変位が生じやすい。

ニューマークの方法で使用すべきせん断抵抗の決め方

には議論がある。特に粘性土が問題で，地震のような急

速載荷では，通常の排水三軸せん断実験は不適当である。

しかし，非排水せん断で良いのか，あるいは地震のよう

な繰り返しせん断をするべきなのかは，いまだ定説がな

い。何よりも繰り返しせん断荷重の下では，破壊よりも

ひずみの蓄積で大きな変形に至るので，ニューマークの

想定したすべり破壊という状況とは異なるのである。さ

らに，液状化のように剛体とはかけ離れた状況で地盤が

流動する問題については，研究途上である。

表－１の性能マトリクスにも，記述が常に定性的であ

り，具体的な変形許容値を決める方法は，個々の分野で

開発しなければならないという問題がある。筆者の考え

では，変形の許容値を直接決めようとするよりは，許容

復旧日数をまず決定し，その期間内に復旧できる限界の

変位を許容値とする方が容易であろう。

６．まとめ

土木の分野における安全率の考え方を紹介し，続いて

筆者に関係の深い地盤の工学を中心に，安全率の実態を

通覧した。安全率が不確定な状況に備える安全余裕代を

作る道具であることは，他の分野と同様である。しかし

地盤では材料の物性そのものを決定することが，他の技

術分野よりはるかに困難で，そのために安全率の値を大

きくせざるを得ない。近年の地震問題にこの点のしわ寄

せが集中して現れており，性能設計の必要性がもっとも

顕著になっている。
（原稿受付２００７年８月２７日，原稿受理２００７年９月６日）

図－４ ニューマーク法による剛体すべり解析の概念

表－１ 耐震性能マトリクスの例

標準的な構造物 重要構造物

構造物が供用期間中
に一度程度経験する
強い地震（レベル１）

地震後短期間に機
能を回復

損傷を受けない

きわめて稀な強い地
震（レベル２）

崩壊と人命の損失
を回避

地震後短期間に機
能を回復
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３．１ はじめに

本稿をお引き受けする際に，若干とまどったのは，私

的には現在の建築物の設計，特に耐震設計においては陽

な意味での安全率という概念はほとんど無くなっている

のではないか，と考えていたことだった。だとすれば，

何について議論をすれば読者の期待に応えられるのだろ

うか，ということを考えた末に，本稿では建築物の構造

設計において安全率という概念がどのように取り扱われ

てきたのかをまず歴史的に概観し，現在の状況について

簡単に解説することにした。肩すかしにあった読者諸兄

には悪しからずご了承いただきたい。本編に入る前に，

建築物の構造設計で考慮している荷重の概要を図示する

と図３．１のようになる。建築構造物はこれらの荷重・外

力に対して安全であるように設計される必要がある。

３．２ 許容応力度設計と材料安全率

日本で建築物の構造設計が行われるようになったのは

江戸時代の鎖国が解けてレンガ造の建築物が建てられる

ようになってからである。当然のことながら規定類は整

備されておらず，シカゴ市条例やベルリン市条例などの

諸外国の規定が参考とされた。そこで用いられている設

計法は許容応力度法であり，材料強度として鋼材強度と

コンクリート強度が規定され，材料強度を許容応力度で

除した材料安全率としては３程度が採用されていた。他

方，建築物の構造設計においては入力となる荷重が非常

にばらつくので，設計荷重というものが規定される。し

たがって，安全率というのはこの設計荷重に対する構造

物の破壊までの安全の余裕度，ということになる（図３．２

参照）。ところが，初期の構造設計においてはこの設計

荷重をどのように規定するかについても模索段階だった

ので，諸外国の規定値がそのまま用いられることが多

かった。わが国独自の規定が定められるには明治１０年に

開学する工部大学校の卒業生が活躍するのを待たなけれ

ばならなかった。（なお，正確には明治４年に工部省工

学寮が，明治６年には同寮に大学が設置され，１期生は明

治６年に入学している１）。）

ところで，わが国最初の構造規定である市街地建築物

法施行規則において当初規定されていた荷重は自重と積

載荷重のみであった。上述の諸外国における条例や事前

の学会による下案などには存在したにもかかわらず，法

令となる段階で削られたのは，荷重の性質が良くわから

なかったからであろうといわれている。地震荷重につい

ては諸外国の規定にも存在せず，佐野利器による家屋耐

震構造論は１９１５年に発表されているが，施行規則に取り

入れられたのは関東大震災の被害を受けて改正された

１９２４年のことである。

３．３ 水平震度の導入と構造安全率

関東大震災ではレンガ造のみならず最新の鉄筋コンク

リート造の建物も軒並み被害をこうむったことを受け，

市街地建築物法にも耐震規定が取り入れられた。東京の

下町では水平震度０．３程度の地動が起こりうると考えら

れ，そのようなごくまれに起きる外力に対しては安全率

を設ける必要がないという判断の下，水平震度０．１に対

して許容応力度設計を行うことが規定された。これには，

水平震度１／１５でほぼ無被害だった，内藤多仲設計の日
本興業銀行本店の存在も大きかったと言われている。当

図３．１ 建築物を取り巻く荷重・外力

「安全率を考える」第３回 Returning to the fundamentals of safety factor No．３

３．建築構造物の設計と安全率
Design of building structures and their safety factor

キーワード：水平震度，応答倍率，荷重のばらつき
Key words：horizontal seismic coefficient, amplification ratio, variability of actions

高橋 徹 Toru TAKAHASHI／千葉大学 Chiba University
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時は建物の応答という概念がなく，剛体に作用する水平

外力のイメージで設計されていたと思われる。結局，東

雪荷重京下町における地震外力に対する安全率は１．０と

いうことになる。ただし，構造物全体で考えれば，どこ

か１箇所が降伏したからといって全体が崩壊するわけで

はないので，その意味での安全率は存在した。しかしな

がら，当時はそのような塑性状態まで考慮する技術が存

在せず，ましてや想定した外力を超える地震力がどの程

度の頻度で襲来するのかなどうかがい知ることはできな

かった（図３．２a）参照）。

３．４ 臨時戦時規格

水平震度導入からあまり時を置かないうちに，日本は

中国と，次いで欧米列強と戦争に突入し，２０年もたたな

い１９４３年に市街地建築物法は停止され，臨時戦時規格が

導入された。物資を節約するために許容応力度を従来の

２倍まで引き上げ，それに応じて地震力を下町で０．２，

山の手で０．１５と定めた。山の手では実質的に地震力を低

減したことになる。積載荷重の値は引き上げられなかっ

たので，常時の荷重に対しては安全率が小さくなったこ

とになる。

３．５ 日本建築規格３００１と建築基準法

戦後，市街地建築物法は停止したままだったので，

１９４８年に日本建築学会により日本建築規格３００１という構

造規定が定められた。ここで初めて長期と短期という２

本立ての許容応力度が提案される。これは常時の荷重に

対してはより大きな安全率を確保する一方で，非常時の

荷重に対してはよりぎりぎりの応力度まで材料強度を見

込もうとする考え方であった。したがって，正確には荷

重の長期載荷・短期載荷とは関係ない。これに伴って，

鉄骨の短期許容応力度は降伏応力度と同じレベルまで高

く設定された。ここに到って（鉄骨造については）材料

安全率も１．０になったことになる。

１９５０年に制定された建築基準法では，基本的にこの考

え方が継承された。すなわち，コンクリート強度に関し

ては長期で３，短期で１．５，鋼材強度に関しては長期で

１．５，短期で１．０（ただしこれらは破断強度ではなく降伏

強度に対するもの）という材料安全率が設定された。市

街地建築物法と比較してコンクリートに対する短期の許

容応力度は２倍（安全率は半分）に設定されたので，対

応する水平震度は２倍に設定された。これが，今日に到

るまで許容応力度設計（許容応力度等計算による耐震設

計の１次レベル）に用いられている（図３．２b）参照）。

３．６ 地震・応答の研究と新耐震

ところが，当初下町での関東大地震レベル（水平震度

０．３の地動）を想定していたはずの水平震度０．２は，その

後の研究で，建物の応答というものがどういうものかが

明らかになるにつれて，一般の建築物に対しては震度４

の上限から震度５弱にしか相当しないことが明らかに

なってきた。どういうことかというと，弾性応答によっ

て地動が建築物の応力になる時に加速度が２．５倍～３倍

に増幅されることがわかってきたのである。そうなると，

関東大地震クラスの地動０．３Gを受けると，弾性応答だ

とすると水平震度にして０．７～０．９程度の応力が発生する

ことになる。さらには，地震動の観測結果などから，下

町での地動０．３Gというのはやや小さく，明らかにそれ

以上の入力が想定されるという認識が専門家の間で広ま

るにつれて，水平震度０．３の先は我関せずでは設計クラ

イテリアとして不十分で，弾性応答で水平震度１．０程度

図３．２ 地震力と許容応力度・建築構造物の耐力の関係（鉄筋コンクリート構造物のイメージ）
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になるような入力（地動で０．４G程度）に対する応答を，

塑性領域まで考慮して設計することの重要性が法律に盛

り込まれることになった。これが１９８１年の建築基準法施

行令の大改正（新耐震法）である。この時点で初めて，

建築物が存在する期間内に発生するか否かがわからない

ようなごくまれに発生する地震動に対しては建築物の塑

性化を許し，中にいる人の命だけは守る，という設計ク

ライテリアが導入された（図３．２c）参照）。

市街地建築物法に水平震度法が導入された当初には材

料安全率３．０を見込んで弾性設計していたのに対し，新

耐震設計法では最初から塑性化することを前提に設計し

ているところが特徴的であり，安全率という概念がない

と述べたのはこのことを指している。

３．７ 限界状態設計法

ここまで述べてきた地動や材料強度・構造物の応答に

はばらつきの概念は含まれていなかった。実際には材料

強度にもばらつきが存在するし，応答は構造物の減衰を

どの程度見込むかによって大きく異なる結果をもたらす。

さらに，地動もどのような揺れになるのか起こってみな

ければわからない。都合よく０．３Gまたは０．４Gの揺れが

起きるほうがまれであろう。となれば，建築基準法を守っ

ていれば１００％安全性が確保されると考えるのは幻想に

過ぎず（そもそも，建築基準法で規定しているのは公共

の福祉を確保するための最低水準である），建築物が破

壊する可能性もあるのだ，ということを冷静に心得てお

く必要がある。技術者が対応可能なのはその確率をどの

程度に抑えるか，という命題であり，その確率をどの程

度に設定すべきか，という問題については，正直なとこ

ろ，日本建築学会でも意見が統一されているわけではな

い。参考資料としては近年の建築雑誌２）や，荷重運営委

員会・最低基準のあり方に関するWG報告書３）などが挙

げられるであろう。

荷重も耐力もばらついているときにその破壊確率をど

のように考えればよいのかについては信頼性工学の分野

で研究されており，その概略を記すだけでも本稿に許さ

れた紙幅を超過するのは明白ではあるが，誤解を恐れず

にごく大雑把にまとめれば，何らかの手法によって構造

物の望ましい破壊確率を設定することができれば，荷重

と耐力それぞれのばらつきを考慮して，設計点を設定す

ることは可能である。ここで規定される設計点は上述の

ような材料レベルで規定することも可能ではあるが通常

は構造物の崩壊モードを考慮してシステムとしての破壊

確率を考えるのが普通である。建築物の場合，一般のビ

ル物では不静定次数が高いので地震動に対するロバスト

性（構造安定性）は高いと言える。

３．８ 建築基準法と建築関係者の現状

性能規定型設計を標榜した１９９８年の建築基準法改正は，

外圧によるところが大きかったにせよ，構造設計者に上

述のようなばらつきを考慮した設計法への道を開くこと

になるのではないかと期待された。ところが，内閣法制

局などとの調整過程を経て２０００年に施行された同施行令

では，「限界耐力計算」という似たような響きの計算過

図３．３ 荷重と耐力のばらつきと設計値
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程が導入されたが，荷重に関してはある程度の地域性や

ばらつきが考慮されたものの，耐力のばらつきについて

は考慮されなかった。諸外国においてはLRFD（荷重耐

力係数設計法）や部分係数設計法に代表される限界状態

設計法が広く用いられるようになっている中で残念なこ

とである。

そんな中で，２００５年１１月には姉歯元一級建築士による

構造計算書偽装事件が明るみに出て，社会的な問題と

なった。前述のように建築基準法は最低基準であるのに，

それに対する安全率を０．５以下にまで下げるという前代

未聞の事件であったが，それに引き続いて類似の事件が

何件か発覚し，建築基準法や建築士法の大改正につな

がっていることは周知のとおりである。

ここで，彼が節約しようとした建設コストがどの程度

のものであったのか，神田ら４）による興味深い試算があ

るので紹介しておく（図３．４）。この試算によれば，構造

種別によらず，耐力を半分にすることによって節約でき

る建設コストはわずか５％ほどであり，逆に言えば，耐

力を２倍にしてもそれによって上昇する初期建設コスト

は１０％程度である。たった５％を節約しようとしたがた

めに，何人もの人々の人生設計を狂わせることになって

しまったとは何とも痛ましい。もしもこのような関係が

広く一般に知られていれば，このような事件は起きな

かったのではないかと悔やまれる。

神田らの研究には話の続きがあり，もしも構造耐力が

高ければ地震などの外乱で損傷を受ける確率は低くなる。

初期建設コストの勾配が比較的なだらかなので，建物の

存在期間中での総費用は現行設計水準付近でほぼフラッ

トになってしまう（図３．５）。長期的視点を持つことが出

来れば，Pareto最適解として何処を指向すべきかは，賢

明な読者には自明であろう。

３．９ まとめ

市街地建築物法に水平震度の概念が導入されて以降の

耐震規定における安全率の概念とその周辺について概観

し，今日の建築物の構造設計における問題点を指摘した。

実際の構造設計はもっと詳細で多岐にわたるので，例

えば設計コンクリート強度と実際に打設されるコンク

リート強度の違い，型枠寸法の誤差，鉄筋の位置や鉄筋

の定着長さの誤差，各種設計式で見込んでいる安全の余

裕度，設計で見込んでいない雑壁の剛性や耐力，そして

何よりも，設計者が各自の判断で見込む安全の余裕度に

より，部分部分ごとに少しずつ安全側に評価されること

が多く，設計で見込んでいる地震動を上回る地震動が

襲ったとしても多くの建築構造物が健全な状態を保って

いることは最近の兵庫県南部地震，新潟県中越地震など

の被害地震の被災例をみれば明らかである。

大局的にみれば，設計の中で見込んでいる種々の安全

率によって建築構造物の安全性が確保されている状態，

ということができようが，実際の建築構造物がどの程度

の安全余裕度をもっているのか，実はまだ良くわかって

いない状態とも言える。

もし，全ての部分的な安全率の意味づけが明確になり，

建築基準法などで規定されたとしても，全ての建築物の

耐力が最低値に集まってしまっては望ましい状態とは言

えまい。自然外力のばらつきを制御することは所詮不可

能なので，施主や利用者の意見を取り入れながら設計者

が適切な安全の余裕度を見込むこと，しかもそれは確率

的にしか論じることのできない安全性なのだと理解する

ことしか道はないのではないか，と考えている。
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４．１ はじめに

機械分野における安全係数（safety factor）を解説す

る。安全係数は安全率ともいう。安全率の方がむしろ一

般的であるが，factorを率（rate）とするのは，明らか

な誤訳である。ここで，あえて安全係数というのには理

由がある。最近，アメリカ機械学会（ASME）ボイラと

圧力容器規格では，原子力発電用機器の設計規格（Sec．

�）１）の安全係数を設計係数（design factor）に，供用期
間中検査規格（Sec. XI）２）の安全係数を構造係数（struc-

tural factor）に名称変更した。すなわち，安全係数は

設計ばかりでなく供用期間中検査にもあり，両者で目的

と数値は異なり，これを混同してはならないのである。

また，設計率と構造率では様にならない。以下では，設

計の安全係数を対象とする。

４．２ 塑性崩壊に関する安全係数

機械分野では伝統的に，材料の基準強度に関する裕度

を，安全係数と称してきた。これを古典的な安全係数と

いうことにする。基準強度とは，機器の設計で想定する

破壊モードに対応する強度のことで，具体的には降伏応

力，引張強さ，疲労強度などがある。

材料の引張試験における応力�－ひずみ�関係を図１に
示す。図－１�の延性破壊の場合，�－�関係は降伏応力��を境として，それ以前の直線関係（弾性変形）とそれ
以後の上に凸の曲線関係（塑性変形，ひずみ硬化）で表

示できる。上に凸の曲線関係の最大応力が引張強さであ

り，この点から塑性変形が局所化し（延性不安定），応

力が低下して破壊に至る。これを単純化するために，材

料の�－�関係を図－２�に示す弾完全塑性体で近似する。
弾完全塑性体では，応力�が降伏応力��に達すると延性
不安定となり，これを塑性崩壊という。

機器の代表例として，圧力容器を取り上げる。圧力容

器の胴に生ずる応力の肉厚方向分布を図－３に示す。図

－３の�は実際の非線形応力分布，�はこれを線形近似
した応力分布であり，線形応力分布は�のように引張応
力成分と曲げ応力成分に分離できる。したがって，圧力

容器の胴を梁にモデル化することで，梁の塑性崩壊の解

を圧力容器の塑性崩壊の問題に適用できる。

梁は降伏応力��の弾完全塑性体で，矩形断面の寸法は
幅�，高さ�とする。図－４を参照して，塑性崩壊の軸
力（引張り）は，次式で与えられる。

図－１ 材料の応力σ－ひずみε線図

図－２ 弾完全塑性体

図－３ 圧力容器の胴に生ずる応力の肉厚方向分布

「安全率を考える」第４回 Returning to the fundamentals of safety factor No．４

４．機械分野における安全係数
Safety Factor in Mechanical Engineering Field

キーワード：安全係数，安全率，許容応力，塑性崩壊，部分安全係数
Key words：Safety Factor, Allowable Stress, Plastic Collapse, Partial Safety Factor
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������� ……………………………………………�
塑性崩壊の曲げモーメントは，次式で与えられる。�	�����
� …………………………………………�

軸力�と曲げモーメント�の同時負荷による塑性崩壊条
件は，次式で与えられる。���� 
������ ……………………………………�
塑性崩壊条件は弾性変形の範囲を超えているが，見掛

け上，応力を弾性変形の範囲として表示する。引張応力

は次式である。��� ���………………………………………………�
曲げ応力は次式である。�������
………………………………………………	
式�，�，�，	を式�に代入すれば，次式が得られる。������
�� ����� 
� �

…………………………………


式
を図示した結果を図－４に曲線���として示す。
曲線���の外側の条件では塑性崩壊し，内側の条件で
は塑性崩壊しない。図－４の縦軸は�����，横軸は��
であるから，縦軸上は��の値を示している。すなわち，�点は曲げモーメントのみの塑性崩壊条件であり，次式
で与えられる。�������� ……………………………………………�
一方，����となる�点は引張応力のみの塑性崩壊条件
であり，次式で与えられる。����� ………………………………………………�
塑性崩壊に関する許容限界は図－４において原点０を

中心として，曲線���を相似縮小することで設定でき
る。縮小率の逆数が安全係数となる。一方，実際の設計

条件では，塑性変形を許容せず，応力を弾性変形の範囲

に制限する。すなわち，許容限界の縦軸の値は�点に対

して安全係数１．５の��となり，次式で与えられる。�������� …………………………………………
曲線ABCを縮小率１／１．５で相似縮小した曲線は��点と��点を通る。したがって，許容限界の横軸の値は�点に
対して安全係数１．５の��点となり，次式で与えられる。��������………………………………………………�
以上の結果から，安全係数１．５の塑性崩壊に関する許容

限界と弾性変形の範囲の制限の両方を満足するのは，図

４に示す直線����と直線�����で囲まれたハッチング領域
であることがわかる。

以上では，材料の�－�関係は，図－２�に示す降伏応
力��の弾完全塑性体で近似した。実際の�－�関係は，図
２�のようにひずみ硬化を示す。ひずみ硬化を考慮する
場合には，有効降伏応力���の弾完全塑性体で近似する。���は次式で与えられる。���������
 …………………………………………�

ここで，��は引張強さである。ひずみ硬化を最大限に
考慮する場合には，���を次式にすればよい。������ ………………………………………………�
式�，�の���を用いる場合には，前述した式�～�

の��を���に置き換えればよい。
４．３ 許容応力と安全係数

機器の設計では，応力を想定する破壊モードに対応す

る基準強度以下に制限する。前章で示したように，塑性

崩壊に対応する基準強度が降伏応力であり，裕度が安全

係数となる。しかし，機械分野では慣習的に許容応力の

概念を用い，安全係数は表舞台に現れないことが多い。

圧力容器の設計規格を例にとる。設計では，引張応力��と曲げ応力��を以下に制限する。�� �! ………………………………………………��� ����! ……………………………………………�
ここで，許容応力�!は次式で定義される。�!��"#������$ ，

��%&…………………………………��!は��'���と��'%のいずれか小さい値となる。ここで，��は降伏応力，��は引張強さ，%は安全係数であり，%
の数値は後述する。より正確には，設計温度が室温以上

の高温であれば，室温の��，��と高温の��，��の４つの
場合の結果を比較して，最小値が�!である。�!の数値は
設計規格の許容応力表に示されているが，４つの場合の

いずれの結果であるかは明示されていない。また，室温

の��，��は材料規格に規定されている最小値を用い，高
温の��，��は必ずしも実測値ではない。
式�において，��'���は前章で示したように，応力を

弾性変形の範囲とする制限である。��'%は式�を参照
すれば，ひずみ硬化を最大限に考慮し，裕度を設定した

ことになる。

図－４ 塑性崩壊と許容限界
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また，材料が延性破壊ではなく，図－１�に示す脆性
破壊をする場合には，��は破壊応力とみなせるから，
脆性破壊という破壊モードに対応する基準強度となる。

想定する複数の破壊モードのすべてに，対応する基準強

度と安全係数を設定することは繁雑である。そこで，塑

性不安定と破壊という究極の破壊モードに対応する基準

強度である引張強さ��を代表に選び，これに高い安全
係数を設定することで，他の破壊モードを考慮しない代

償とする。例えば，疲労という破壊モードに対応する基

準強度は疲労限度�(であり，疲労強度に関する安全係数
を２とすれば，許容応力�!は次式で与えられる。�!��(
 ………………………………………………�

一方，鉄鋼材料の�(は，��と次式の関係にある。�(���
 ………………………………………………�

したがって，次式が成立する。�!���� ………………………………………………�

すなわち，��の安全係数を４とすれば，同時に疲労破
壊に関する安全係数２も確保できることになる。実際に，

疲労解析を要求しない設計では��の安全係数は高くと
り，疲労解析を要求する設計では��の安全係数を低く
する。

基本的な設計の考え方は，公式による設計（design by

rule）と解析による設計（design by analysis）に大別で

きる。圧力が低い場合には公式による設計を採用し，圧

力が高い場合には解析による設計を採用する。公式によ

る設計では，構造と応力の計算式が経験的に与えられて

いる。そして，起こり得るすべての破壊モードを想定せ

ずに，基準強度を��で代表させて大きい安全係数を設
定し，他の破壊モードに対する安全性を確保する。一方，

解析による設計では，起こり得るすべての破壊モードを

想定し，詳細応力解析を実施して，応力制限と温度制限

を行う。結果として，��に関する安全係数を小さく設
定できる。また，設計に自由度があり，合理性を追求で

きる。なお，公式による設計と解析による設計では，基

本的な設計の考え方のみならず，材料，製造，検査に関

する要求も異なる。

解析による設計では，さらに機器の状態分類を導入す

る。機器の運転状態によって，荷重の大きさと発生頻度

は異なる。発生頻度が高い状態ほど，荷重が低くても安

全係数は大きく設定される。複数の状態分類の結果を総

合して，設計が完了する。すなわち，解析による設計で

は，多種多様の安全係数がある。

上述した公式による設計と解析による設計という基本

的な設計の考え方は，ASMEボイラと圧力容器規格の一

般圧力容器の設計規格（Sec．�のDiv．１とDiv．２）３）４）で体
系化されてきた。我が国では，JIS圧力容器設計規格の

B８２６５５）とB８２６６６）がこれに対応する。

圧力容器設計規格における式�の��に関する安全係
数%の変遷を表１に示す。ASME規格Div．１の%が４から
３．５に，ASME規格Div．１の%が３から２．４に引き下げら
れた。%の数値にかかわらず��'%の値は��'���の値より
も小さく，�!は事実上��で定まる。%の引き下げは，脆
性破壊という破壊モードに対処するために，材料の靭性

が確保されたことによる。ただし，欧州連合規格EN１３４４５

火なし圧力容器７）における式�の��は，室温の値のみが
対象である。ASME規格Div．２も，これに整合を図って

いる。しかも，ASME規格Div．２とEN１３４４５は，従来の

公式による設計と解析による設計という区分，言い換え

れば圧力容器区分を超えて適用が可能となった。我が国

でも，JIS B８２６５とB８２６６に変えてASME規格Div．１をB

８２６７として，ASME規格Div．２をB８２６８として導入する

検討が進められている８）。

ASME規格の許容応力は引張強さ基準で，材料規格も

引張強さ基準であった。一方，欧州連合規格の許容応力

は降伏応力基準で，材料規格も降伏応力基準であった。

現在，ASMEと欧州連合の国際規格をめぐる綱引きが続

いている。

４．４ 信頼性設計における安全係数

�信頼性設計における安全係数
機械分野では，古典的安全係数とは別に，信頼性設計

における安全係数が用いられることがある。信頼性設計

では，信頼度（または破壊確率）を指標として，安全係

数を設定する。

信頼性設計では，応力�を確率変数)として取り扱う。
確率密度関数を*)+,とすれば，次式が成立する。-�.*)+,/)��…………………………………………�
確率分布関数�)+,は，次式となる。�)+,�-�)*)+,/0………………………………………�
同様に，基準強度�1を確率変数)として取り扱う。確

率密度関数を2)+,とすれば，次が成立する。
表１ 圧力容器設計規格における式�のに関する安全係数S

の変遷
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-�.2)+,/)�� ………………………………………�

確率分布関数3)+,は，次式となる。3)+,�-�)2)+,/)………………………………………�
応力�の確率密度関数*)+,と基準強度�1の確率密度関数2)+,を比較して図－５に示す。応力分布の中央値�は，

基準強度分布の中央値�1よりも小であるが，両方の分布
の裾野において，必ず�4�1となるハッチングで示す領
域が存在する。すなわち，応力と基準強度の確率分布が

与えられれば，破壊確率は一義的に定まる。破壊確率�
は，次式で与えられる。��-�.3)+,*)+,/)……………………………………�3)+,���-0.50+,60�-�)2)+,/)……………………�
そして，破壊確率を指定すれば，基準強度分布の中央

値�と応力分布の中央値�の比として，安全係数%が一義
的に定まる。%��1�…………………………………………………�
当然，破壊確率を低く指定すれば，安全係数は大きく設

定されることになる。しかし，応力と基準強度の確率分

布は不明確である場合が多く，実際の適用例は少ない。

�部分安全係数
信頼性設計では，上記の安全係数をさらに発展させ，

システム全体の目標信頼性を設定し，この目標を達成す

るために，それぞれの設計変数の安全係数を決定できる。

この安全係数を部分安全係数（partial safety factor）と

いう。数学的展開の詳細は省略する。

部分安全係数は，従来の安全係数（古典的安全係数と

信頼性設計における安全係数）を応力，基準強度，社会

に分離し，合理的な設定を可能としたもので，特に指標

として信頼性に代わるリスク（破壊確率×影響度）の導

入が容易である。すなわち，式�を次式のように書き直
す。%�%�%
%��1�………………………………………… 
上式は，次式の方がわかりやすい。%����%��1%
 …………………………………………!
ここで，%�は応力の安全係数（割増し係数），%
は基準
強度の安全係数（割引き係数），%�は社会的影響の安全
係数（割引き係数）である。

部分安全係数は土木・建築分野での適用が進んでいる。

機械分野でも積極的な導入が図られつつある９）。
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５．１ はじめに

近年発生した大規模プラントおよび大規模システムの

事故を俯瞰すると，システムそれ自身が持つ安全裕度に

問題のあった事例もあるが，それを取り巻く社会環境，

組織（運用）環境，人的過誤が間接的に関わった事例が

圧倒的に多い。原子力業界で最大の事故であるチェルノ

ブイリ原子力発電所事故は，当時のソビエト連邦の社会

的疲弊，組織風土が引き起こしたことが広く認識され，

国際原子力機関はその報告書の中で組織における安全文

化の重要性を説いている１）。このように，設備システム

（ハード）の健全性を維持するためには，運用主体であ

る組織および従業員の健全性が確保されて始めて可能と

なることから，設備システムと運用システムの双方を合

わせて全体をシステムとして捉え，その安全性を考える

必要がある。

図－１には原子力発電所等での過去の大事故をその発

生時刻に着目して整理したものである。この一例でも分

かるとおり，事故の発生時刻が夜半の作業者の覚醒水準

がもっとも下がる時期（眠気の強い時期）と一致するな

ど運用する人・組織の問題が大きく関与していることを

示唆する証拠は多い２）。

また，表－１に，組織の運用環境や人的過誤が関与し

たと思われる事故について，その問題点を列挙した３）。

インタフェースの不整合，規則違反，安全意識の低さな

どが指摘されている。同じように，我が国で１９９９年から

多発した大規模な事故についても，顕在的には人間のミ

スや違反（不安全行為）が引き金となってはいるが，こ

の行為を引き起こした背景を探っていくと組織要因の問

題に突き当たる。すなわち，経営層，管理層が進めた安

全体制の緩慢な後退，工程管理・手順管理の形骸化，教

育の欠如，工程優先の職場風土など組織の安全文化に係

図－１ 原子力等の大規模システムにおける事故の発生時刻

表－１ 最近の大規模システムヒューマンファクターが関与
した事故の要因

「安全率を考える」第５回 Returning to the fundamentals of safety factor No．５

５．大規模システムと安全率
Large scale complicate system and its safety factors

キーワード：大規模システム，確率的安全評価，組織要因，ヒューマンファクター
Key words：large scale system, probabilistic safety assessment, organizational factor, human factor

高野研一Ken-ichi TAKANO／慶応義塾大学Keio University
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わる問題点があったとされている。いくつかの具体的な

事故例を紹介する。

� スリーマイル島事故（１９７９）

原子炉スクラム後の加圧器逃し弁の開固着（開いたま

まになること。ただし，表示ランプは閉を示していた。）

に気付かず（排気管温度の読み違い），また，加圧器の

水位高の警報により，満水になることを恐れ（事実は水

位が極端に低下していた。また，水位計はタグに隠れて

いた。），自動的に起動した非常用高圧注入系を停止して

しまった。また，炉心冷却のための一次冷却材ポンプも

停止してしまったため，炉内にダメージが発生した。運

転員の過誤の背景には，以前から指摘されていた加圧器

逃し弁の不調が早期に是正されなかったこと，運転ク

ルー全員が同じ精神状態（不安から恐怖）に陥ってしまっ

たこと，同時多発した警報（クリスマスツリー状態）な

どインタフェースの不備など，が指摘されている。

� 羽田沖日航機墜落（１９８２）

パイロットの精神管理の不備により，着陸直前に逆噴

射により海中に墜落したものである。健康診断での精神

状態のチェックが重要なことが示唆された。

� 大韓航空機撃墜（１９８３）

フライト前の慣性航法装置への入力ミスが直接のきっ

かけとなったが，その後，航路の逸脱に気付かず，また，

ソ連戦闘機による示威行為へまったくレスポンスしな

かった。また，戦闘機側もスパイ機と民間航空の識別不

十分（同形の航空機があった）なまま，撃墜してしまっ

た。航路逸脱に気付かなかった原因として，コックピッ

ト内でのトランプ遊びに興じ，航路のチェックがおろそ

かになっていたとの推測も捨てきれない（過去に同様の

事例があった）。

� スペースシャトルチャレンジャー（１９８６）

打ち上げ日程が決められていたことから，それによる

タイトなスケジュールによる超過勤務，組識内部の異常

確認報告の取扱い，設計ミスなどの要因が重なって，燃

料シール用のOリング（前から問題が指摘されていた）

のリークが発生した。発射当日の現地の気温がその耐寒

温度以下に下がっているという事実を見逃してしまった

ためである。その結果，水素ガスが漏れ，発射直後の爆

発に至ってしまった。

� 中華航空機名古屋空港墜落事故（１９９４）

副操縦士が再着陸モード（ゴーイングアラウンドモー

ド）の解除方法を知らなかったため，自動操縦装置と手

動コントロールがコンフリクトを起こし，墜落に至って

しまった。パイロットの訓練と自動操縦装置の設計コン

セプトが問われた。

このような過去の事故を見てくると，そこには何らか

の組識要因が絡んでいることが分かる。スリーマイル島

では故障修理がうやむやになっていたこと，羽田沖では

従業員の精神面での健康管理，大韓航空では規則違反と

見做される悪い慣行の横行，スペースシャトルでは打ち

上げ予定日に間に合わせるための過密なスケジュールと

職員の超過勤務，中華航空では自動操縦装置についての

訓練などであるが，これらは，単純なヒューマンエラー

とは片づけられない面を含んでいる。これらを俯瞰する

と，設備システムの安全率ばかりでなく，人・組織の安

全率も同時に考慮することの重要性が理解できるであろ

う。

５．２ 大規模システムにおける安全率の考え方

大事故とそうでない事故の違いは，その影響の大小の

みである。影響の大小はその設備，システムが持つ潜在

的な危険性の大小によって決定されるため，人・組織サ

イドから見れば，その発生プロセスに大きな違いはない。

ただし，安全防護のためのバリアが全部崩壊してしまっ

たケースと何枚かあるいは最後の一枚が残ったケースで

は，不適切な事象の連鎖の度合いは異なる。このように，

不適切な事象の連鎖は確率的なものであり，偶然が支配

する領域であることから，両者に本質的な違いはない。

米国原子力運転協会（INPO）では，これまでの原子力

発電所の顕在事象とニアミス事象の原因要素および状況

要素を比較した結果について述べ，両者に統計的に有意

な違いがないことを示している４）。

しかしながら，大事故は一端発生すると甚大な被害を

与える可能性があるので，特に原子力分野ではその防止

に万全を期している。いわゆるラスムッセン報告に始ま

る一連の確率論的安全評価では，炉心溶融（炉内構造物

が溶ける状態となり甚大な被害が想定される。映画「チャ

イナシンドローム」で想定された）に至る確率をヒュー

マンエラー率を考慮して計算している。これは，炉心溶

融に至るケースをフォールトツリーで洗い出し，そのイ

ベントへの人的過誤率の寄与をTHERPと呼ばれる手法

で評価することにより，その発生確率を求める手法であ

る５）。

この手法の経緯を簡単に紹介すると以下の通りである。

炉心溶融確率は，原子力プラントの個々の機器の故障率

などに基づき膨大な計算により炉心溶融確率を算出した

ラスムッセン報告５）の公表を契機としている。しかしな

がら，この確率論的安全評価（PRA：Probabilistic Safety

Assessment）による炉心溶融確率が低すぎるのではな

いかとする反論がルイス報告６）によってなされた。その

根拠は，異常時オペレータ過誤率が低すぎること，共通

要因故障（同じ要因により複数の機器が故障すること）

が考慮されていないこと，などであったが，特に，人間

信頼性の評価があいまいであることが強く認識された。

これにより，人間信頼性評価の再検討の機運が高まり，

SNLのSwain７）が中心となって，人間信頼性の評価を重

点的に実施し，NUREG／CR－１２７８として発表した。こ
の報告では人間の過誤率がオペレータの精神作業負荷

（Mental workload）などのPSF（人間行動形成要因：Per-

formance Shaping Factors）に依存して変化すること，
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人間信頼性の評価のベースとしてTHERP（系統的人間

信頼性評価：Technique for Human Reliability Analy-

sis）と呼ばれる手法を開発したこと，人間の指標的過

誤率（PSFを考慮しないベースとなる過誤率）を膨大な

実データや実験データを整理してデータベース化したこ

となどにより，高い評価を得ている。現在，人間信頼性

を評価する手法として，De－BDA（詳細ブロック解析

図：Detailed block diagram analysis）８，９），SLIM－

MAUDE（成功尤度指標法：Success Likelihood Index

Methodology）１０），SHERPA（系統的人的過誤低減予測

手法：Systematic Human Error Reduction and Predic-

tion Approach）１１）など多くの手法が用いられているが，

依然としてダイナミックな運転操作中の人的過誤率およ

び人間信頼性の算定には問題を残している。一方，最新

のPSAの実施手順書としてNUREG／CR－２３００１２）が，ま
た過誤率データベースとしてNUREG／CR－４０１０１３）が用
意されるに至り，実在の原子力発電所の炉心溶融確率が

算定され，その値はおよそ１炉年あたり１０－４～１０－６の間

に分布している１４）（図－２参照）。我が国の安全審査で

は，１０－５以下を目安とするガイドラインが制定されつつ

あり，ここに大規模システムの安全率の考え方の基本が

ある。

しかしながら，最近の事故を俯瞰すると，このPSA

の想定範囲では不十分なことが次第に認識されつつある。

すなわち，想定した工学的安全設備は組織によって健全

に運営され，人的過誤も違反や規則無視などのケースは

簡単に考慮できないため，いわば性善説にのっとった運

用を前提としている。１９９９年以降に発生した我が国の事

故はこのような性善説だけでは解決できない多くの問題

を抱えることとなった。作業者の単純なエラーや作業特

有の要因ばかりでなく，それを取り巻く組織要因や意図

的過誤を考慮して始めて確率論的安全評価が意味を持つ

ものとの捉え方が定着してきた。このように，表面的な

エラーや故障だけではなく，組織要因が関与して発生す

る事故を，英国のリーズンは組織事故と呼び，その発生

過程を図－３のようにモデル化した。すなわち，社会情

勢などの影響を受けやすい組織要因が，長い年月に渡り，

潜在条件の抜け道を通って，幾重もの防護層が弱体化し

た状態を作り出し，ある不安全行動が引き金となって事

故が発生するという図式である１５）。このような傾向は

様々な製造装置やプラントなどの技術システムが複雑か

つ大規模化したばかりでなく，社会情勢の変化により，

それらを運用する社会システムや管理システムも遅まき

ながら変貌を遂げつつあることと無縁ではないであろう。

つまり，システムが複雑化・大規模化すれば，その信頼

性・安全性を維持するために前述の深層防護（多重防護）

の考え方を導入せざるを得なくなる。これらの複数の防

護層に偶然あるいは意図的な欠陥が生じると，その防護

層の数が多く，相互作用も複雑になりやすいため，十分

な検査や監視が行き届かなくなる。また，防護層の弱体

化，無力化が意図的に組織のコンセンサスが得られる形

で実行されれば，ますます押し止めることは難しくなる。

５．３ 人・組織を考慮した安全率の考え方の導入

組織要因が大きくクローズアップされたのは，旧ソビ

エト連邦で１９８６年に発生したチェルノブイリ事故である。

この事故は，当時書記長であったゴルバチョフ大統領に

グラスノスチ（情報伝達と公開）を決断させ，情報の公

開と情報共有の重大さを示すとともに，組織としての意

思決定や管理など組織要因の与える影響の大きさを全世

界に警告した出来事であった。当時，事故の主席調査官

であるバレリ・レガソフ（Valeri Legasov）は，１９８６年

９月，ウィーンのIAEAで開催された国際会議の席上で，

事故の原因は運転員のエラーと規則違反であるといい

きった。しかし，２年後の１９８８年４月，彼はアパートの

バルコニーで自殺したが，「チェルノブイリ事故につい

て，私は明確な結論を下した。それは，何年もの間，打

ち続いた我が国経済政策の貧困がこの事故を引き起こし

たということである。」と自らの思いをテープレコーダー

に託した１５）。

この事故の教訓を図－４のように整理すると，人と組

図－２ 確率論的安全評価（PSA）による米国発電所の炉心
溶融確率の評価値

図－３ 組織事故の発生過程
長年の安全性軽視や工程優先などの組織要因が「潜在条件の
ぬけ道」を通じて徐々に無力化し，不安全行為が引き金となっ
て防護が崩壊し，大惨事を引き起こす４）
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織，人と社会，組織と社会の領域に多くの教訓が残され

たと考えられる。また，前述した通り，JCO臨界事故を

振り返るとき，この教訓が今日においても尚，残された

課題を提起していることに気づく。IAEAは，これを解

決するためのパラダイムとして安全文化の重要性を提唱

し，次のように定義した１）。「．．．．安全に係わる諸問題に

対して最優先で臨み，その重要性に応じた注意や気配り

を払うという組織や関係者個人の態度や特性の集合体」。

また，英国HSEは１９９３年，さらに具体的アクションに踏

み込み，「組織の安全文化とは，組織の健全性・安全性

プログラムへの参画，および形式と効率を決定する個人

とグループの価値観，態度，能力，行動パターンから生

まれるものである。ポジティブな安全文化を持つ組織は，

相互信頼に基づいたコミュニケーション，安全の重要性

に関する共通した認識，予防対策の有効性を確信するこ

とによって特徴づけられる。」と定義している１５）。

ここに示した重大事故および無事故企業の共通点から

分かることは，組織としての安全に対する取組み姿勢が

日常管理，従業員の安全意識，さらには，行動にどの程

度浸透しているかが明暗を分けるということである。ま

た，組織事故をくい止めるには，組織としての安全に対

する取組み姿勢とその浸透具合を定期的に監視し，問題

が見つかれば是正するシステムが必要となる。

そのような組織の健全性を定期的にチェックし，是正

するシステムの一例として電力中央研究所が開発した安

全診断システムを紹介する。

５．４ 組織の安全診断システム

この安全診断システムは図－５に示すように診断対象

とする事業所の従業員（サンプリングあるいは全数調査）

に診断用のアンケート（質問紙）に回答してもらい，そ

の結果を集約・分析することにより診断結果を提供する

形式である。診断は，別途，当所が実施した様々な産業

界における診断結果の業界ごとのリファレンス（標準

値：業界平均，標準偏差）と比較することによりなされ

る。現在までに，当所がこのリファレンスを有する産業

界は，建設，化学，繊維，製造（自動車・機械），食品，

および電力（発電・電力輸送・配電）の各業界である。

また，診断結果により，後に示す重要な安全要因から構

成される安全プロフィール上の弱点が指摘される形式に

なるため，それを補う安全性向上の戦略および具体化し

た安全プログラムを提示できる。さらに，安全活動を強

化した結果として，事業所全体の安全レベルが向上した

か否かを知るためには，もう一度この安全診断システム

により判定することができる。以下に安全診断システム

の内容と機能について説明する。

５．４．１ 安全診断アンケートの内容

安全診断システムでは，従業員に回答してもらうアン

ケート様式が中心となる。このアンケート様式の質問項

目には，その項目が全体をカバーしているか（網羅性），

それぞれの項目が個々の要因を的確に表現しているか

（代表性）を確保する必要がある。ここでは，組織の構

造について，谷口ら６），および渡辺ら７）が示した安全パ

フォーマンスを頂点とした組織の階層構造を土台として，

図－４ チェルノブイリ事故の４つの側面（設備・人・組織
管理・社会）から見た１０の教訓の位置付け

図－５ 安全診断システムの全体構成と診断方式

１．組織要因が事故の上流側の極めて重要な原因となることが
初めて公に認められたのは，１９８７年のカーフェリー，ヘラ
ルド・オブ・エンタープライズ号転覆に関するシーン判決
とされている４）。ここで会社上層部の基本的な誤りが判決
文に加えられた。一般には，組織安全性に関連する潜在的
リスクに対する教育・訓練の徹底

２．人間への負担軽減や危険を察知させる観点からのHMI設
計

３．安全確保の障害となるような指示・命令には従わない風土
醸成

４．潜在的リスクを閉じ込めるための規則・設備の整備
５．生産性圧力に屈しない許可・承認を必要とする強固な管理

システム
６．安全意識が欠如した状態での職務遂行意識の高さむしろ危

険であることを理解させる教育
７．発生した事象から学び，それを教訓として広く対策を徹底

できる体制
８．事故は起こらないという幻想を捨て，情報公開に基づく有

効な規制
９．新たな試験・改良には多角的な検討を行う管理システム
１０．組織のセクショナリズムを排し，情報伝達・コミュニケー

ションを促進する活動
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作成したものであり，組織の健全性と安全文化の浸透度

合いを測定するための１２２の質問から構成されている。

５．４．２ 分析方法

� 業界平均との比較・有意差分析による評価

本診断システムでは，多くの産業界のリファレンス

データ（業界平均）をすでに取得していることから，新

規の診断対象事業所で得られたデータはこのリファレン

スデータと比較することにより評価できる。評価は，リ

ファレンスデータとの有意差分析を行い，対象事業所の

アンケート結果の各質問項目ごとに業界平均と比べた優

劣を評価できる。

� 安全プロフィールによる評価

本システムの質問項目は，１２２項目であるが，これを安

全上同じジャンルに入る項目２０群にグループ分けした

（図－６参照）。これにより診断対象とした事業所では安

全上の弱点がどこにあるかを把握することができる。

� 総合的安全指票による評価

アンケート全体の傾向を把握し，安全を目に見えるも

のとするためには，事業所の安全レベルをできるだけ一

つの数値で定量化することが望ましいと考え，得られた

全質問項目の結果を主成分分析した。その結果，いわゆ

るアベレージング軸と呼ばれる安全上主要な要因が第一

主成分に集中することがわかり，これを総合的安全指標

と名付けた。図－７に示すように，自事業所がリファレ

ンスとした同じ業界の各事業所群のどこに位置している

かを把握することができる。

５．４．３ 安全診断アンケートの妥当性

安全診断として，アンケート調査が測るべき対象をど

の程度正確に測っているかを示す指標が妥当性である。

妥当性の概念には様々なものがあるが，ここでは基準関

連妥当性を取り上げる。基準関連妥当性とは，外的な行

動基準と呼ばれ，一般的にテスト得点（主成分得点など

の合成得点を含む）と客観的に定められた基準との相関

係数で表される。大学入学センター試験などで評価した

いのは，入学後の成績との相関である。運転者適性試験

で知りたいのは，実際の運転技術，すなわち免許取得後

の事故率などとの相関である。このように，アンケート

により，評価したい外的な基準が明確に定義されている

のであれば，この値とアンケートによる得点との相関を

取り，この相関係数を妥当性係数とする。実際のアンケー

ト調査やテストで妥当性係数は０．８を上回ることはない

ようである（理論的には妥当性係数は０．７５を越えない）。

しかしながら，０．３以下では疑問が残るとされている。

したがって，０．４－０．７の間であればおおむね妥当性係数

とされる１６）。

本診断システムの目的は安全診断であり，客観的に定

められた基準として，ある産業界の複数の事業所におけ

る設備災害（故障，トラブル等），労働災害（怪我，中

毒等）の発生率（件／年）の３年間の平均値を取り上げ
た。これらの事業所の設備・労働災害発生率を調べ，ア

ンケート調査結果から得られる代表的指標である第一因

子の主成分得点（総合的安全指標）との相関を分析した

結果，表－２の通り，多くの産業界で有意な相関関係が

認められた。以上から本診断システムの妥当性は実際の

データにより確認されている１７），１８），１９）。

５．５ おわりに

以上の通り，設備システムおよび人・組織システムの

双方を全体システムとして捕らえた場合の個々の安全性

を評価する方法について述べた。設備の信頼度では，確

率論的安全評価について解説し，組織の信頼度では，安

全診断システムを紹介した。このように，全体システム

の健全性をチェックする手法が今後の事故防止には不可

欠であり，安全率についてもこの２つの側面からの評価

が求められることになるであろう。また，安全率は安全

のマージンとも考えられるが，組織の安全性にはこの考

え方は適用しにくいのも事実である。相対的に同種企業

の上位何％に入ることを目標とするなど組織の自律的な

取組みの中で目標を定めることになる。すなわち，人・

組織の健全性には閾値を設定することができないため，

ここまでは安全であるという線引きが難しいことも影響

している。また，大規模システムのハード側についても

確率的事象であるため，安全率というよりも，安全目標

図－６ 安全プロフィール（２０群）による診断対象事業所の診断結果
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という考え方を取り入れざるを得ないのが現状である。
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６．１ まえがき

日本の鉄道は，既に１３０余年の歴史を持ち，その間列

車（開業当初は機関車）のみならず，鉄道の建設技術も

飛躍的な発展をとげてきた。特に鉄道線路の建設技術に

関しては，欧米の技術の輸入に頼るところから出発した

が，次第に我が国独自の安全性の考え方を組み込み，近

年の安全・安定した高速輸送体系を確保すると同時に

様々な線区グレードに見合った構造物の建設が可能とな

るような設計体系が作られるようになってきた。

本稿では，鉄道構造物の建設における安全性の考え方

について，土構造物を中心とした歴史的変遷を示し，安

全率の考え方を概観する。

６．２ 鉄道構造物における近代的な設計施工規準への道

のり

１８７２年（明治５年）に新橋・横浜間に初めて鉄道が建

設されて以来，各地に鉄道建設が急速に進んだ。

多くの鉄道構造物の設計・施工の技術を海外に学ばね

ばならなかった当時，鋼鉄道橋は，その性質上他の構造

物に先駆けて設計仕様書が固められた。草創期の鋼鉄道

橋の設計には，イギリスのベンジャミン・ベーカーの仕

様書を準用したと言われているが，我国最初の設計仕様

書として制定されたのは，１９１２年（明治４５年）の「鋼鉄

道橋設計仕方書（達１１１号）」であった。

一方，鉄筋コンクリートに対する設計仕様書の制定は，

鋼鉄道橋よりも遅く，１９１４年（大正３年）の「鉄筋コン

クリート橋梁設計心得（達６８４号）」であった。

このように，鋼橋や鉄筋コンクリート橋などの橋梁上

部工や，橋脚や橋台などの無筋コンクリートならびに鉄

筋コンクリート造の下部構造物に対しては，比較的早い

時期から設計体系が組み立てられてきたが，基礎構造物

や土構造物は，土質調査法や地盤工学的な設計法などの

未発達なことも相まって，設計の体系化は遅れた。

基礎構造物に関する条項が設計基準として現れてくる

のは，１９５５年（昭和３０年）に制定された「土木構造物設

計基準（案）無筋コンクリートおよび鉄筋コンクリート」

においてであり，ここでは，直接基礎やケーソン基礎の

記述はあったが，まだ杭基礎について言及されていな

かった１）。

６．３ 近代的な設計基準の始まりとそこに見る安全度の概

念

東海道新幹線の建設が進む中，鉄道における安全かつ

経済的な土構造物の調査，設計，施工を行うための基準

を作成する目的で，「土構造物の標準仕方書の作成に関

する研究委員会」が１９６２年（昭和３７年）に発足した。そ

の成果として，１９６８年（昭和４３年）に「土構造物の設計

施工指針（案）（日本国有鉄道建設局編）」２）が制定された。

これは４編にわかれ，それぞれ，第１編は通則および土

質調査，第２編は線路土工（路盤，盛土，切取，排水工，

切取のり面防護，特殊処理），第３編は構造物基礎（基

礎の設計一般，杭基礎の設計，ピア基礎の設計，根掘り・

フーチングの施工，排水工法，杭基礎の施工，ピア基礎

（井筒およびニューマチックケーソン）の施工，基礎地

盤の特殊処理），第４編は抗土圧構造物（通則，土留壁，

よう壁，橋台，埋設管）についてまとめられた。

さらに，鉄道構造物の設計の基本となる，いわゆる建

造物設計基準として，鉄筋コンクリート及び無筋コンク

リートについては１９７０年（昭和４５年）に３），鋼とコンク

リートの合成鉄道橋については１９７３年（昭和４８年）に４），

基礎構造物及び抗土圧構造物については１９７４年（昭和４９

年）に５）制定され，近代的な設計基準の礎が作られた。

６．３．１ 盛土の安定

� 盛土堤体の安定

盛土における法面勾配は，土構造物の設計施工指針

（案）２）の第２編，第２章に規定がある。従来，法面勾配

は１割５分を基準としてきたが，機械化土工の施工性の

関係で高さ８m以下の盛土では法勾配１割８分を基準と

した。

しかし，盛土高さが大きくなると，勾配を下方ほど緩

くしないと安定に対する安全率を一様に保つことができ

ないので，高さ８m以上の高盛土では法面を２，３段に分

「安全率を考える」第６回 Returning to the fundamentals of safety factor No．６

６．鉄道と安全率
Safty factor in railway engineering

キーワード：鉄道，安全率，盛土，切土
Key words：Railroad, Safety Factor, Embankment, Cutting slope

岡田勝也 Katsuya OKADA／国士舘大学 Kokushikan University
杉山友康 Tomoyasu SUGIYAMA／�鉄道総合技術研究所 Railway Technical Research Institute
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け，低位ほど法勾配を緩めても良いことにした。

このように，盛土堤体そのものの安定に対する安全率

については特に言及していない。それは，盛土材料の選

択，盛土の施工計画（施工機械の選択を含む），盛土地

盤の処理，盛土締め固め施工，盛土の締め固め程度，盛

土法面工の施工，法面防護などを規定することによって，

法勾配１割８分の標準盛土が十分な強度を発揮できるこ

とにより，盛土の安定度を十分担保できるものとしたか

らである。すなわち，規定された工法に基づく盛土であ

れば鉄道輸送に対する安定した盛土が構築できるとした

工法規定の考え方であった。

� 軟弱地盤上の盛土の安定

盛土堤体に対しては，安定の確保を工法規定によった

が，一方で高速走行を目指した新幹線の建設ではルート

選定上やむなく軟弱地盤の上に盛土を構築しなければな

らない場合が多く存在した。そのような場合，盛土を支

持する地盤に対して盛土の沈下と安定の検討は必須の事

項であった。

これに対して土構造物の設計施工指針（案）２）の第２編，

第６章，第一部には軟弱地盤の規定が設けられた。それ

によれば，精密調査（軟弱地盤調査）に基づく結果，最

終沈下量が０．５m以上あるいは基底破壊に対する初期粘

着力の安全率が１．２未満となる場合には，沈下と基底破

壊に対する再検討を実施し，必要により軟弱地盤対策を

行わなければならない，と示している。

軟弱地盤上に建設する盛土の基底破壊の計算式は，安

定係数��を用いることを基本とし，この方法が直接適
用できない場合，あるいは検算の必要がある場合には�
＝０法（すべり面法）によることにした。

これらの検討における安全率��の判定は，���≧１．２：
安定，�１．２≧��＞１．０：安定に疑問がある，���≦１．０：
不安定，と規定した。�の判定が出た場合，盛土の最終
沈下量が０．５m以下ならば問題がないが，０．５m以上の場

合，圧密沈下に伴う有効粘着力の増加を考慮した沈下の

再計算と盛土施工に伴うすべり対策の検討が必要とした。

さらに，開業時における盛土の基底破壊に対する安全

率は，列車の一時停止とか地震時における不安定性をカ

バーする含みを持たせ，工事中の安全率１．２を上回る１．４

に限界を置き，この確保が困難な場合には何らかの軟弱

地盤処理工法を併用することを示した。

６．３．２ 切取（切土）の安定

切取（国鉄当時は，切土を切取と称していた）の法面

勾配についても土構造物の設計施工指針（案）２）に規定が

あり，その第２編第３章には，土質，地質の種類と法高

さ，風化の程度，きれつ，成層状況，降雨・融雪量など

を考慮した経験的な考え方をもとに，法面勾配の標準を

表－１のように定めた。

ただし，法面を構成する土質が均質で，形が単純な場

合には，良く知られている安定図表を用いて，安定に必

要な粘着力��を求め，法面の安定度を検討することが

できると解説している。斜面の高さ�と傾斜角	が既知
ならば，安定図表の横軸上で	を求め，深さ係数
�に対
する安定係数��（＝��／��）を縦軸上で求め，安定に
必要な粘着力��を得，それによって，安全率�を求め
る手法である。������……………………………………………�
ここに，�は土の粘着力（一軸圧縮強さの１／２）
一方，砂質土の法面に対しては，図－１のような安定

図表を示し，�，	，�と内部摩擦角�の関係から，式�
と同様の安全率�を求めることにしている。ただし，�
は急速圧密せん断試験から求めた粘着力である。

これらによって得られた安全率�は，粘土地盤と砂
質土地盤のいずれにおいても，１．３以上あるのが望まし

いと解説している。

しかし，法高さが１０m以上の切取で，�砂礫層および
崖錐で地下水位が高い場合，あるいは�軟弱な粘土層お
よびこれを挟んでいる場合，には標準貫入試験を伴う

ボーリングを追加して行い，ボーリング孔を利用する地

下水位の測定，乱さない試料について土のせん断試験を

行って安定度を検討し，対策工を検討しなければならな

いと，規定した。

表－１ 標準的な切取法面勾配（昭和４０年代）２）

図－１ 粘着力と摩擦力のある材料の斜面崩壊（φに対する
βとNSの関係）２）
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その場合に用いる安全率��は，極限平衡法による円弧
すべり解析によって求めることを解説で示している。す

なわち，極限平衡法によって求められた安全率が�＜１．３
の場合は不安定とすると，解説されている。

このように，切取の場合も安全率によってその安定を

規定するのは，限られた場合のみであり，多くは盛土堤

体と同様に工法規定によって安定度を保証するもので

あった。

６．３．３ 地すべりの安定

地すべりの調査とその対策については，土構造物の設

計施工指針（案）２）の第２編，第６章，第３節に規定を設

けた。すなわち，盛土や切土のような工法規定による安

定の保証ではなく，地すべり防止工の設計には安定解析

を行って安定度を検討するものとした。

そのときの安定解析には切取と同様に円弧すべり解析

を用いることを基本としたが，主すべり面が長く，平面

的に広がっている場合には，主すべり面とその上下に接

続する平面との組み合わせにおきかえ，図－３のような

折れ線状のすべり面を仮定した。図－３において，主す

べり面BCとそれに続く上下のすべり面をABとCDとし，

すべり面上部は主働領域，すべり面下部は受働領域であ

るので，ABとBCのなす角度は�／４＋�／２，DCとBCの
なす角度は�／４－�／２とし，すべり土塊についての内
部摩擦角に対する安定に必要な粘着力��を，式�のよ
うに解析的に求めた。すなわち，������������� �������� ���������������� …………�

をもとに主すべり面に対する安全率�対を求めるもの
である。

円弧すべり解析，折れ線状すべり解析のいずれにおい

ても，安全率は１．３以上必要であるとした。

６．４ 土構造物に関する最初の設計標準の制定

盛土，切取などの土構造物は，材料の入手，施工の容

易性，補修の有利性等の観点から，その設計・施工は上

述の「土構造物の設計施工指針（案）」２）によってきたが，

盛土の沈下や法面崩壊，路盤の噴泥現象など，保守を要

するのみならず，耐震性の面などでも考慮すべき点が多

い構造物であることは言うまでもない。

しかし，鉄道構造物は，本来，連続するそれぞれの構

造物が同程度の安全性，安定性を有しなければならない

ことから，時代の趨勢を受けて，土構造物も他の鉄道構

造物と同様の機能を有するような設計施工が求められた。

すなわち，良質の材料を用い，適切な設計に基づいて，

行き届いた施工管理のもとで土構造物を建設することに

なり，１９７８年（昭和５３年）建造物設計標準（土構造物）

が制定された６）。この標準は，前述の土構造物の設計施

工指針（案）と同様に工法規定による安定の保証を主体

とするものであったが，それまでの施工実績に基づいて

詳細な規定となった。

６．４．１ 盛土の法勾配

盛土は列車荷重の影響が大きいと考えられる盛土上部

３mを上部盛土とし，ここには良質の材料を用いて十分

締め固めることにし，盛土の圧縮沈下を抑え，列車荷重

による弾性変形を小さくし，盛土上部から３m以深の下

部盛土への荷重分散を良くすることにした。

さらに，後述のように盛土材料の制限を明確にし，か

つ法面付近に層厚管理材を敷設することなどを考慮して，

法勾配を定めた。法勾配は，新幹線においては，施工基

面から法高さ９mまでは１：１．８，９～１５mまでは１：２，

１５mを越える部分は１：２．３とした。また，在来線では，

施工基面から法高さ３mの上部盛土では１：１．５とし，

それより下部の盛土法面勾配は新幹線と基本的には同じ

とした。

６．４．２ 盛土の支持地盤の安定と沈下

軟弱地盤と呼ばれて盛土の建設時や使用開始後に問題

になったのは大部分が，沖積細粒土地盤であった。

東海道新幹線の盛土実態調査によれば，基底破壊に対

する盛土の安定は，�値が４以上であれば，概ね確保で
きること，�値がそれ以下であっても，軟弱層の厚さが
薄ければ安定が保たれる。また沈下の問題については，�値が２未満では２m以下，�値が２～４では３m以下
の層厚までは，またN値が５以上であれば，問題となる

沈下を生じていない。

これらを考慮して，沖積細粒土層の盛土の支持地盤条

件としては，��値＞４（無条件），�４≧�値≧２か
つ厚さ４m以下，�２＞�値，厚さ２m以下の場合は，
計算によって安定を確認すること，前述の式�と式�に
対しては，安定と沈下に関する計算を省略した。

６．４．３ 盛土材料と施工管理の条件

盛土本体については，上部盛土と下部盛土のそれぞれ

に盛土に使用可能な盛土材料（表－２）を示し，かつ，

盛土材料別の盛土制限高さを設けた。すなわち，［A群］，

［B群］と安定処理した［C群］の盛土材料の制限盛土高

さは�≦２０m，また［C群］と安定処理した［V群］の
盛土材料のそれは�≦１０mとした。これらの盛土に対し
て，上部盛土と下部盛土について盛土高さ別に法面勾配

を定め，層厚管理材の使用，盛土の締め固め程度を規定図－３ 折れ線状のすべり面による安定解析２）
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した。路盤や法面についても細かく規定した。

このように盛土の材料，幾何学的形状と施工管理を規

定することによって，従来よりも高度な安全性と安定性

を有する盛土構造が誕生することになった。

６．４．４ 切取の法面勾配

切取法面の勾配については，表－１で示した土質・岩

質別の標準勾配をさらに細分化したものが示された。す

なわち，土質・岩質を一般土・特殊土・岩石に区分し，

それらを更に細分化したものであった（表－３）。

６．５ JR移行後の設計標準の改訂

国鉄からJRへの移行に伴って，土構造物に関する設

計標準も改訂７）が行われた。設計思想としては国鉄時代

の設計標準６）を踏襲したが，ジオテキスタイルを用いた

補強土工法や各種地盤改良工法などの新技術が開発され，

それらの実績を取り入れとともに，既往の設計・施工法

の見直し（強化路盤，法面工など）が行われた。なお，

切取については，国鉄時代の設計の考え方がほぼ踏襲さ

れ，大幅な改訂はみられなかった。

６．５．１ 盛土の法勾配

盛土に関する条項の多くは，従来の設計思想を引き継

ぎつつも，若干の修正が加えられた。盛土の法勾配につ

いてもそれに漏れず，表－４のように変更された。

盛土材料の選択と十分な締め固めを行った場合，その

盛土が供用中に受ける外力（降雨，地震など）に対して

は，標準的には表－４のように規定しておけば，従来の

経験に照らせば安定した盛土が構築できると判断され，

特に必要な場合以外は安定度の検討を行わなくてよいと

された。

６．５．２ 安定の検討

盛土の支持地盤のすべり破壊に対する安定性の検討は，

粘性土地盤で施工中および開業後の安定について検討し

地震時の安定の検討は一般的には行わなくても良いこと

にした。

粘性土地盤における安定解析には，極限平衡法による

全応力法，単一円弧すべり法による式を用いることにし

た。その概念図を図－４に示すが，盛土内には引張亀裂

を用いて安全率を求める。

安全率は施工中と開業後に分けて考えることを示した。

�施工中：荷重（盛土，地盤および軌道重量）と粘性土
のせん断強度（圧密による強度増加を考慮しない値）に

対して，安全率��が１．２以上の場合には問題が無いこと
にした。��＜１．２の場合には観測施工の可能性を検討
し，１．２＞��≧１．０の場合には十分な計測管理の元で行う
こと，１．０＞��の場合には軟弱地盤対策工法を行うこと
を示した。

�開業後：荷重（盛土，地盤，軌道重量および車両重量）
と粘性土のせん断強度（圧密による強度増加を考慮した

値）に対して，安全率��が１．４以上の場合には問題が無
いことにし，��＜１．４の場合には軟弱地盤対策工法を行

表－２ 盛土材料の群分類６）

表－３ 土質・地質を細分化した切取のり面勾配６）

表－４ 盛土の法勾配の標準７）

図－４ 盛土と支持地盤の円弧すべりの概念図７）
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うことを示した。

これらは，計算の考え方に一部修正が加えられたもの

の，安全率については従来の考え方が踏襲された。

６．６ 性能照査型設計法による設計標準

これまでの土構造物の設計標準は，法面勾配や盛土の

施工法，締め固め管理などに重点が置かれ，土構造物の

性能を意識した設計ではなかったものの，順次高架橋と

同等レベルの信頼性の高い土構造物の構築を可能にして

きた。一方で，新幹線のような高速走行を必要とする構

造物から重要度が低い構造物まで，一律な基準であった

ことから，過度な信頼性を追求する結果となり，土構造

物がもともと優位とされてきた簡便で容易な構造物とい

う特徴が失われつつあった。さらに，時代の進展にとも

ない鋼構造物などの他の設計標準では限界状態設計法を

基本とした性能照査型設計法を採用してきた背景もあり，

土構造物においても設計標準の大幅な改訂８）が行われ，

現在に至っている。

改訂された標準に示される基本的な設計フローは，図

－５に示す通りである。すなわち，最初に重要度，復旧

の難易度，補修性などから要求性能を定めることとした。

要求性能としては施工中および設計耐用期間内において

要求される性能として，安全性，使用性と復旧性に対す

る要求性能を設定し，それぞれの要求性能を表－５に示

すように，性能ランクを�～�の３つに区分して，それ
らを選択するものとしている。

盛土の安全性に関する要求性能の要求項目として，盛

土体の安定，支持地盤の安定と列車走行に区分し，それ

らの照査指標を示した。

安全性（要求性能）における盛土体の安定（性能項目）

の照査指標としては，常時円弧すべり危険度，列車載荷

時円弧すべり危険度，L１地震時円弧すべり危険度，降

雨時円弧すべり危険度（設計耐用期間中にしばしば起こ

る降雨：作用�，設計耐用期間中に希に起こる降雨：作

用�）にわけて照査することにした。
同様に，安全性（要求性能）における支持地盤の安定

（性能項目）の照査指標としては，支持地盤円弧すべり

危険度，支持地盤圧密沈下量，支持地盤の液状化判定を

あげ，さらに列車走行（性能項目）の照査指標としては

動的変形を挙げた。そして，それぞれの性能指標毎に性

能ランクを位置付けた。

しかし，全ての土構造物に対して性能を照査すること

は煩雑になるため，煩雑な計算によらずに仕様や構成を

決定する方が合理的な場合もある。そこで，各性能ラン

クに適合することをあらかじめ検証した標準的な仕様

（「適合みなし仕様」と称する）も示された。

６．６．１ 盛土の設計

盛土の設計にあたっては，表－５に示す要求性能と性

能ランクを設定後，照査指標と限界値を適切に設定し，

各照査指標に対する応答値が限界値に達しないことを照

査することとしている。表－６は一般的な場合の照査項

目，照査指標，作用の組み合わせを性能ランク別に示す

ものであり，各照査に用いる安全係数，作用種別毎の作

用係数，が別に示されている。ここでは一例として盛土

体の安定度に対する常時円弧すべり危険度の照査につい

て示す。

図－６には円弧すべりの概念図を示すが，基本的には

従来のフェルニウス法による極限平衡法に従うものであ

るが，地震力は震度法（ !・� ）によって取り扱う。
構造物係数��，円弧すべり抵抗係数"#�を用いた次式，す
なわち，

図－５ 設計のフロー８）

表－５ 要求性能と性能ランク８）

表－６ 性能ランクと照査指標の選定例（盛土）８）
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に基づいて照査する。式�において，$9�：設計応答モー
メント，$:�：設計抵抗モーメント，� ：スライス重量， !：水平震度，(：スライス底面の角度，�：内部摩擦
角，3：粘着力，&：スライス底面の長さ，4#：対策工
による抵抗力，+：円弧の半径，-：スライス長，*：ス
ライス重心と円弧中心間の鉛直距離，.：間隙水圧，で
ある。またこの式において，構造物係数��は一般には１．０
としてよく，また，円弧すべり抵抗係数"#�は，表－７に
示すように，要求性能の照査指標に従って性能ランク別

に定めている。

６．６．２ 切土の設計

切土についても盛土と同様に要求性能と性能ランクを

設定後，表－８に示す照査を行うこととしている。

なお，切土法面の勾配については，地形，地質，土質，

岩質などを考慮した上で決定されるが，標準的な勾配と

して性能ランク別に表－９が示された。

６．７ おわりに

鉄道の土構造物を主とした安定度の考え方について概

説した。土構造物の安全率は，規定された法面勾配と大

きく関係するものであり，その計算法によっても大きく

変動する。施工方法や材料の規定によって均質で良質な

土構造物が構築できるようになってきているものの，土

の物性は一般的に均質なものとして評価できるまでに

至っているとは言い難い。今後，単に安全率という単一

指標のみならず，不均質な物性値や破壊形態に関して不

確実性を有するものとして捉え，確率論的な評価をする

ことによって破壊現象を評価することが必要な時機と

なってきていると言える。
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７．１ はじめに

道路を車で走行していると少なからず人工的に構築さ

れた斜面（のり面）を通る。高さ数メートルのものもあ

れば数十メートルの壮大なのり面もある。郊外を通る自

動車専用道路ではあたかも道路線形が自然環境と融和し

た美しい風景に，また十数メートル高の盛土区間を運転

しながら眼下の美しい景色に見とれることも少なくない。

さて，唐突ではあるが，今皆さんはドライブ中でちょ

うどのり面にさしかかったとしよう。皆さんは，そのと

きのり面が崩れて災害に出会すのではないかとビクビク

しながら運転しているだろうか。あるいは，盛土区間を

走行中なら，のり面が崩れて車もろとも崩落するのでは

ないかと心配しているだろうか。多分答えは否である。

のり面が崩れてくるだろうといった心配など利用者の心

に微塵もない。

道路に課せられた機能の一つは，安全にかつ安心して

通行できることである。したがって，道路空間を構成す

るのり面にとっては安定で崩れないことが絶対条件であ

り，これはのり面に対して最優先に要求されるべき性能

である。

のり面（広義に斜面）で“安全”“安定”といえば，直

ぐに頭に浮かぶのは安定解析と安全率である。高専や大

学の講義では比較的簡単のものから複雑なものまで様々

な斜面の安定解析法を勉強する。しかし，実際の斜面や

対策工の設計との関連については，うん？と首をかしげ

た学生も少なくないのではないだろうか。社会基盤のラ

イフサイクルコストやアセットマネジメントの重要性が

叫ばれれる昨今，使い慣れた安全率に見切りをつけず新

たな利用法を模索することも必要である。

７．２ 道路のり面の安全率

斜面における安全率��の定義は，抵抗モーメントと
滑動モーメントの比あるいは抵抗力と滑動力の比で表す

場合が多い。後者は，せん断抵抗力とせん断滑動力の比

でもある。

さて，斜面の安定解析は，既設斜面が崩壊した場合の

原因究明，対策工の設計や新設の土工斜面の設計を行な

う場合に行われる。通常，極限平衡法を用いるのが一般

的である。原理は単純明快である。ここで，図－１のよ

うな斜度�の斜面上に自重Wの剛体ブロックが静止して
いる状況を考えよう。現実問題に照らし合わせると，剛

体ブロックはのり面を含む地山であり剛体ブロックと斜

面との境界線は潜在すべり面ということになる。さて，

この斜度�を少しずつ大きくするか，剛体ブロックを上
方から下方向へ少しずつ押していくと，あるとき突然剛

体ブロックが動き始めることになる。これを防ぐために

対策法として，例えばグランドアンカー工（水平面から

角度�で施工）を検討した場合，図中の力Pが導入され
ることになる。この場合，安全率Fsを表す式は次のよ

うに誘導できる。剛体ブロックに作用する力のつり合い

から，��� �	
���
����� ���………………………�
��� 
�����	
���� ���………………………�

である。剛体ブロックと斜面の接触面の長さを�とし，
接触面でクーロン則（粘着力�，内部摩擦角�）を適用
すると，せん断抵抗力�は次式となる。��������� ……………………………………�
したがって，安全率Fsが次のように求まる。

図－１ 斜面の安定解析（極限平衡法の考え方）

「安全率を考える」第７回 Returning to the fundamentals of safety factor No．７

７．道路のり面と安全率
Road slope and its safety factor

キーワード：安全率，道路のり面，限界状態，性能指標，時間
Key words：Safety factor, Road slope, Limit states, Performance index, Time

沖村 孝 Takasi OKIMURA／神戸大学 Kobe University
吉田信之 Nobuyuki YOSHIDA／神戸大学 Kobe University
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安全率��が１．０ということは，剛体ブロックに作用し
ている外力が釣り合っており，剛体ブロックがまさに滑

り出そうとする極限状態にあるということである。言い

換えれば，これより小さくなると剛体ブロックがすべり

始めるという限界状態でもある。

ところで，我が国の実践では，式�中の分子第二項の�
����� ����を剛体ブロックを斜面に向かって押さ
えつける効果（締め付け効果）として見なし，また分母

第二項の��	
���� �をブロックを斜面上方に押し上げ
る効果（引き止め効果）と見なす場合が多い。地すべり

関連事業における対策工法の設計を行う場合は式�と同
じであるが，砂防事業や道路事業では補強材の抑止効果

（引き止め効果）を抵抗力に加えた次式を用いることが

多い。

���������� �	
���
����� �� ����� 
�����	
���� �� 
�� …�

また，鉄筋挿入工の場合は，積極的な引張り荷重を与

えないが，すべり面に変形が生じることによって，補強

材に引張り力が作用するとしてアンカー工と同様な抑止

効果が検討される１）。

さて，話を安全率に戻そう。式�をじっくり見ると安
全率に影響を及ぼす主な因子は，剛体ブロック（地山）

の単位体積重量�，のり面の傾斜角�，地山のせん断強
度定数c，�およびグランドアンカー工による導入力Pで
ある。せん断強度定数の減少，導入力の減少，傾斜角の

増加によって安全率も小さくなるということである。安

全率の値については，道路土工－のり面工・斜面安定工

指針２）では，せん断強度定数を逆計算するときに用いる

安全率（現況安全率）として地すべり活動中の斜面につ

いては０．９５～１．０を，不滑動の場合は１．０５～１．１５を明示

しており，また対策工を施す場合の目安になる計画安全

率として１．０５～１．２を示している。また，NEXCO（旧：

日本道路公団）でも現状安全率を活動中の場合に０．９５～

１．０，不滑動中では１．００～１．０５を，また計画安全率として

道路土工と同じ値を明示している。急傾斜地については

計画安全率を１．２０以上とする基準もある。いずれにして

も，安全率の値については各関係機関が斜面の重要度な

どを加味して設定しているようである３）。

安全率は，斜面の安定を考える上で私たちにとって最

も身近な指標であることに疑いの余地は無いであろう。

それでは，課題は？

７．３ 安全率の限界と期待

道路空間を形成するのり面に対して最優先で要求され

る性能は，７．１でも触れたようにのり面が安定していて

崩れないことであり，安全率はその性能指標である。

安全率は，７．２のはじめのところでも述べたが，抵抗

項と滑動項の比として計算されるが，両項に潜在する

様々な不確定要素に対してえいやーと一つの値で表した

余裕である。したがって，必ずしも合理的な安定性評価

指標になっているとは言えない。各項に含まれる不確定

要因の同定とそれらの重み付け（寄与率の決定）が出来

てはじめて合理的な評価へとつながる。限界状態設計法

はまさしくこの方向を目指している例えば，４）５）６）。

さて，地盤調査により地山条件が把握できる場合，前

節で述べたように特定ののり面に対して安全率を算出す

ることは可能である。また，崩れて初めて安全率は１．０

以下になったと確認される。崩壊後の対策工の設計では，

現況安全率から計画安全率まで上げるように工法を取捨

選択する。

一方，維持管理の現場では，日常や定期的になされる

点検で変状の有無，その許容の可否にもとづいて対策工

が施されている。ここには安全率が介在することは全く

ない。極限平衡法で安定解析を行い安全率云々だけでは，

すなわち図－１の剛体ブロックの移動量（変形量）が分

からなければ維持管理に対して無力である。変形（変位）

に関する何らかの指標が必要ということである。言い換

えれば，のり面の設計から維持管理までを見据えて斜面

の安全性を評価するためには，安全率という強度に関す

る性能指標と変形（変位）に関する性能指標（例えば，

のり肩，のり尻における変位量やはらみだし量，あるい

は対策工のクッラク開口幅，等々）の両方が必要という

ことである。

ところで，限界状態設計法では，いくつかの限界状態

が定義されている。ISO２３９４７）やEurocode７５）では終局限

界と使用限界の２つの状態を，また日本８）では図－２に

示すような終局限界，修復限界，使用限界という３つの

限界状態を定義している。のり面あるいは対策工の変形

について言えば，現在，各限界状態に対応する具体的な

値が基準として設定されているわけではない。将来的に

は現地調査，変形解析によるパラメトリックスタディと

ケーススタディを繰り返して何らかの典型的な値が典型

的な地山条件，のり面構造，対策工毎に設定される可能

性はあろう。ちなみに，宅地ではあるが擁壁の老朽化判

定マニュアル案９）では，変状の程度によって小さい方か

ら使用限界，損傷限界，終局限界状態に分類している。

図－２ ３つの限界状態

講 座

J. of the Jpn. Landslide Soc., Vol.45, No.2 162 (2008)７０



目安値として，例えば鉄筋コンクリート擁壁のコーナー

部の目地の開きについては，５mm未満の小さな開きの

場合を使用限界，５mm～２０mm未満の開きが拡大してい

る場合を損傷限界，２０mm以上の開きがさらに拡大し擁

壁にずれが生じている場合を終局限界としている。とに

もかくにも，変形量と限界状態との関係が明らかになれ

ば，のり面を合理的に維持管理することができるであろう。

しかしながら，現在の実務では，のり面が大規模ある

いは崩壊時の影響が社会的経済的に甚大である等の場合

を除いて，のり面の変形解析を実施することはほとんど

ない。のり面の大小に関わらず常に行うのは，極限平衡

法による安定解析である。したがって，初期安全率や終

局限界状態安全率は設定可能であることを考えると，使

用限界および修復限界状態に対応するような安全率が何

らかの形で設定できれば，安全率の利用に新たな展開が

期待できるのではないだろうか。

７．４ 安全率と時間

新設であろうと既設であろうとのり面を合理的に維持

管理していくためには，のり面を放置して手遅れになら

ないよう適切な時期に適切な箇所に適切な補修や補強を

施していくことが大事である。ライフサイクルコストや

アセットマネジメントの基本である。

ところで，万物は劣化していく。ここで劣化を原因に

係わらず強度や剛性の低下と漠然と定義しておく。道路

空間を構築するのり面も然りである。のり面の主役であ

る地山は風化によって徐々に劣化し，切土や盛土といっ

た応力変化や地震等のイベントによって劣化が促進され

るであろう。わき役の対策工は，吹付工のようなコンク

リート製では中性化や塩害，アルカリ骨材反応などによ

り劣化するであろうし，主な構造部材が鋼材であるロッ

クボルト工では補強材の腐食による劣化が起こるであろ

う１）。なお，のり面の主役にしてもわき役にしても対象

毎に劣化の速度や程度は千差万別である。いずれにして

も，これら劣化は地山のせん断強度定数や対策工による

導入力の減少につながり，したがって７．２で言及したよ

うに安全率の低下となる。また，地震や豪雨のような突

発的なイベントによっても安全率の低下が大なり小なり

生ずると考えられる。ここで新たに登場する変数は「時

間」である。前出の宅地擁壁老朽化判定マニュアル（案）

でも明示はないが，擁壁の変状の程度の小から大への移

行には時間の重要性が暗示されている。

以上のこと踏まえてのり面の安全率の経時変化を模式

的に表すと図－３のようになる１）。

そこで，のり面の安全性の性能指標として安全率を縦

軸に取り，時間を横軸にして，それらの関係を具体的に

図－１を例に考えてみよう。剛体ブロックの自重W，剛

体ブロック長L，のり面勾配�，地山のせん断強度定数c，�は，それぞれ表－１に示す通りと仮定する。また，万
が一の場合は対策工として水平面から下方へ角度�でグ
ランドアンカー工（導入力P（kN））を施工するものとす

る。さて，この場合の安全率を式�を用いて計算すると
１．６４となり，のり面は安定な状態にあると言える。

今，地山が風化によって劣化し，例えばせん断強度定

数cのみが次式のような逆双曲線に従って減少すると仮

定してみよう。����� �� ��� �! "
……………………………………�

ここで，��は経過時間tにおけるせん断強度定数�，��は
初期値である。また，�， は劣化パラメタで，�は初期
の劣化速度に， は劣化の程度に強く影響する。��を表
－１に示す１００kN／m２とし，�と を共に１とすると，図
－４のようなせん断強度定数と時間の関係が得られる。

これらを式�に代入して安全率を計算すると，図－５の
実線が得られる。安全率は時間とともに低下し，約６０年

で限界状態（１．０）に至ることがわかる。そこで，安全

率が１．０５になるとき（５０年経過時）にグランドアンカー

工を計画安全率１．２になるように導入することにする。

このとき必要な導入力は約１２kNである。アンカー施工

後も施工前と同じように地山劣化が進行していくと図－

図－３ 安全率の経時変化（模式図）

表－１ 安定解析の初期条件

図－４ せん断強度定数cと時間の関係
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５中の破線が得られる。図から，この対策工を施すこと

によって，無対策の場合には６０年程度でのり面崩壊が生

ずるのを約１００年まで延命できることがわかる。

ところで，導入したアンカー力が地山の風化や防食不

十分によって緩和するとどうなるであろう。すなわち，

対策工も劣化した場合である。ここでは，図－６に示す

ようにアンカー腐食が速度０．０２mm／年で進行する場合
のアンカーの断面積減少率に比例してアンカー力が低下

していくと仮定して計算してみる１）。得られた安全率の

経時変化を図－５中に実線で示している。腐食しない場

合と比べて安全率の減少がわずかではあるが速くなって

おり，のり面の寿命が約１０年短くなることがわかる。こ

の場合，先と同様に，安全率が１．０５になるときにアンカー

を再緊張するか増し打ちして計画安全率１．２まで上げる

ことができれば，再び延命することができることが推測

できる。ここでは示さなかったが，図－７に示すような

もう少し現実的な場合でも全く同じように検討でき，さ

らにフック－ブラウン式のような非線形型破壊基準を用

いても計算できる１）。

以上，ここでは非常に簡単な例ではあったが，安全率

を性能指標として捉え，その時間変化を何がしかの方法

で予測できれば安全率の新たな展開が期待できるのでは

ないだろうか。

７．５ おわりに

本章では，安全率の限界と新たな展開について，道路

のり面を例にその復習も兼ねて検討してみた。紙数の制

約上詳述できなかったが安全率に新たな展開を期待する

ためはに，解明すべき難問が少なからず残されている。

まず，設定主体は別として，各限界状態を規定する性能

指標の明確化と定量化である。次に，解析に必要なパラ

メタ値の誘導である。現状ではのり面（地山）や対策工

に関するデータが不足しており，大胆な仮定を設けざる

をえない。今後機会があるごとに長期にわたる地道な地

質調査や地盤調査が必要であることは言うまでもない。

いかに省エネ（労力，費用）で必要な情報を得るか，現

状を見据えながら一考しておく必要がある。
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８．１ まえがき

地すべり学会に所属する会員が研究または業務で対象

とする斜面は，通常自然斜面であろう。そして自然斜面

の安定性を評価するのに，安全率が通常用いられている。

“自然斜面の安全率”と言うと一見難しそうに聞こえる

が，実は地すべり学や地すべり工学において普通に用い

られていることをまず指摘しておきたい。

“自然斜面の安全率”という言葉が難しそうに聞こえ

る理由の１つは，自然斜面である地すべり土塊のせん断

強度が全くわからないためであろう。にもかかわらず地

すべりの安全率を実際に計算できるのは，地すべり安全

率の計算では，地すべり土塊のせん断強度ではなく，す

べり面を想定してその面上でのせん断強度だけを検討対

象とするからである。すべり面上の土のせん断強度につ

いては，多くの経験や研究の蓄積がある１）。

安全率の式で最も簡単なものは，式�に示されるFel-
lenius法（簡便分割法）の式である。記号は，図－１を

参照されたい。

��� ������	 
������� ������� ����	 ��� ……………�

上式では簡単のために地震力は考慮していない。通常，

計算の対象にするのは，不安定な斜面かすでに崩壊した

斜面である。そのような斜面では，現状安全率としてF

の値を１．０前後に想定することが多いので，すべり面上

のせん断抵抗力（式�の右辺の分子）の大きさが次のよ
うに定められる。� ������	 
������� ������� �����	 ��� ��≒���� …………………�

従って，地すべりを安定化させるのに必要な計画安全率

を��と定めれば，地すべり対策工が担うべきせん断抵
抗力を，すべり土塊重量の正弦（���）成分に基づいて
式�のように簡単に見積もることができる。これにより
地すべり対策工の必要量の算定が可能になる。����� ���	 ��� ………………………………�

対策工として杭，アンカー，地下水排除工の量を具体的

図－１ 円弧すべりとスライスに作用する力

「安全率を考える」第８回 Returning to the fundamentals of safety factor No．８

８．自然斜面と安全率
Natural slopes and their safety factors

キーワード：斜面対策工，計画安全率，設計基準，安全率の定義，公共事業費の縮減
Key words：protection measure for slope, planned safety factor, design standard, definition of slope safety factor, decrease of public works budget
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に見積もる段階になると，すべり面上の土のせん断強度

定数��と�����を定める必要がある。それらの決定方法
は多くの基準書や解説書に書かれているので，ここでは

省略する。

８．２ 斜面の安全率の定義に関する再確認

これまで斜面安定解析において用いられてきた安全率

の定義は，以下の２点に要約される。

� 安全率とは，ある任意のすべり面に沿って斜面が極

限平衡状態になるように，せん断強度定数を減少させる

因数である２）。

� 土のせん断強度は，モール・クーロンの式で表示す

る。

モール・クーロンの式は次のように表示される。�����������…………………………………………���は土のせん断強度である。これを�で割ってせん断強
度を低減させると����������������…………………………………�
となる。式�で�を大きくすると，せん断強度���が小さ
くなり，斜面は破壊に近づく。さらに�の値を大きくし
て，斜面がちょうど破壊に至ったときの�の値を斜面の
安全率と定義するわけである。この定義はせん断強度低

減法と呼ばれ，斜面安定問題に特有なもので，地盤工学

における支持力安全率などの定義とは異なることに注意

する必要がある。このような考えのもとに導出された安

全率式の例をすでに式�に示した。
ところで対策工で補強されていない斜面の安定解析法

に関する研究は，これまで非常に多くなされており，多

種多様な安定解析法と安全率計算式が提案されている。

一方，杭やアンカーなど対策工により補強された斜面の

安定解析法について考えてみると，無補強斜面の安定解

析法との統一性を考慮して合理的に考察した研究は，山

上らの一連の研究３），４）を除けば，非常に少ない。また，

現在使用されている設計基準においては，杭やアンカー

で補強された斜面の安全率式に関して，同一の基準内に

おいてさえ統一が取れていないケースも見られる。この

ような現状は好ましくないと考えている。

以下において，補強された斜面の安全率式に関して現

状の問題点を指摘するとともに，無補強斜面と補強され

た斜面の安全率に関して首尾一貫した議論を行い，論理

的で整合性のある補強斜面の安全率式を提案する。なお，

対策工として集水ボーリング工などの排水工がよく用い

られるが，これらの効果は無補強斜面の安全率式に含ま

れる間隙水圧の値の低下量で表現されるため前述の首尾

一貫性については問題ないので，本講座の検討対象から

除外した。また考察を簡単にするため以下においては水

圧の影響を無視する。

８．３ 杭もしくはアンカーで補強された斜面の安全率

式の誘導

斜面に杭やアンカーのような対策工が設置された場合

の安全率も２章の�，�と同じように定義する。対策工
が設置された斜面の模式図を図－２に示す。すでに述べ

たように，斜面が破壊した後の対策工の設計では，斜面

が破壊状態にあるときの安全率�を１．０前後に設定した
上で，すべり面上の土の強度定数を逆算する。その後，

計画安全率��を設定し，逆算された強度定数を用いて，
必要な対策工の量を算出する。たとえば，すべり面上の

粘着力��の値を仮定して摩擦角��を逆算する式は，簡便
分割法の場合，式�より，水圧の影響を無視すると次の
ようになる。����������������	 ��� !��	 
��…�
以上のような前提のもとで，対策工がある場合の安全

率の定義について考えよう。

図－２ 杭工とアンカー工の模式図
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８．３．１ 杭工の場合

まず対策工として杭工を取り上げ，抑止力を"とする。
せん断強度を計画安全率��で割って低減したとき，杭
で補強された斜面がちょうど破壊時のつり合い状態にな

ると考えると，次式が得られる。"�� ������	 
�������� ���#���	 ���…	
式	より次式が得られる。"���	 ����� ������	 
�������� ���#…

もしくは，�#�� ������	 
�������� ����	 ����" ! ……………………�

となる。式
に式�を代入すると，次式が得られる。"������# !��	 ��� ………………………�

式�は，“地すべり鋼管杭設計要領５）”で採用されている。

道路土工－のり面工・斜面安定工指針６）では，これと

は異なり次式が採用されている。�#� "�� ������	 
�������� �$ %���	 ��� ……………

もしくは，"��#��� ���	 ���……………………………�
式では抑止力"が右辺の分子にきており，式�と異

なる。式は，極限状態での杭と土の抵抗力を滑動力で
割ったものであり，安全率の一つの考え方である。しか

し，式�を導く際に想定した斜面安全率の定義とは考え
方が異なっており，無補強斜面の安全率の考え方と整合

しない。また，式の右辺の分子では，杭の抑止力"と
土の最大せん断抵抗力

� ������	 
�������� �が同時
に発揮されると仮定していることになるが，このような

場合は少ないと考えられるので，合理性にも欠けると言

えよう。

通常�#は１より大きな値に設定されるので，式�か
ら計算される"のほうが式�から計算される"より大き
くなる。なお，式	～に含まれる強度定数��と��は，
無補強斜面の破壊時のものであり，式�を満たすことに
注意されたい。

８．３．２ アンカー工の場合

アンカー工の場合にも，同様な議論ができる。土の強

度定数��と�����を�#で割り低減した状態で斜面が破壊
し，同時にアンカーも破壊（たとえばアンカー体の引き

抜け，アンカー棒の破断もしくはアンカープレートの支

持力破壊，など）すると考える。このときのアンカー抑

止力を"とすれば，すべり土塊のモーメントのつり合い
式より

�������# !�� �	 
���"����&� �� �'�������# !�� �����"
���&� �� � ………�

ただし，"����&� �と"
���&� �には，アンカーの本
数分を加える。なお，式�では締め付け力による摩擦抵
抗力を"����&� �������# !

と仮定しているが，これは

正確でないことに注意されたい。この力を正確に評価す

るには，FEMのような精度が高い解析法の助けを借り

る必要がある。式�より，計画安全率�#は次式で表さ
れる。�#�〔������� �	 
���"����&� �� ������〕�� �	 ����"
���&� �� � ……………………�

上記の導出過程からわかるように，式�は無補強斜面
の安全率の定義と整合性を持つ。道路土工－のり面工・

斜面安定工指針には，式�に加えて，式�の分母の"
���&� �を分子に置き換えた式も提示されているが，
これは本論文で示した斜面安全率の定義と整合性をもた

ないことは明らかである。ところで，あるアンカーモデ

ルを対象として弾塑性FEMとフェレニウス法から計算

される安全率の比較計算が行なわれ，フェレニウス法に

よる安全率は弾塑性FEMによる安全率より約５％小さ

くなることがわかっている７）。また式�から計算される
安全率値が１以上である場合，この値は式�の分母の"
���&� �を分子に置いた安全率式から計算される値
より大きくなることがわかっている。すなわち後者の安

全率式を用いると，安全率の値がFEMから得られる精

度の高い値よりさらに小さくなることになり，好ましく

ない。この点からも式�を使うことが推奨される。
以上では，簡便分割法を例にして杭工とアンカー工の

ような対策工がある場合の安全率の考え方を説明し，せ

ん断強度低減法の考え方のもとで安全率式を導出したが，

簡易ビショップ法など他の解析法についても同様な考察

により，無補強斜面の安全率式と整合性を持つ補強斜面

の安全率式を導くことができる。

８．４ 地すべり対策事業費の低減に対する対応

最近公共事業費は低減される傾向にある。これに伴い

地すべり対策事業費も低減しつつある。事業費の低減は，

対策工の設計または計画安全率の低減として直接跳ね返

る。すなわち，これまでならアンカー工や杭工を用いて

いたのに，経費の面からこれが使えなくなり，地下水排

除工のみで地すべり対策を済ませるケースが見られるよ

うになった。このような場合には，たとえば１００年に一

回と言った豪雨の場合には，対策工の効果が限定される

ため，地すべりの再活動を生じる可能性が高くなる。従っ

て，地すべりが再活動することを前提とした対応策が求

められることになる。また事業費を初期コストのみで評

価するのではなく，事業完了後の効果や維持管理までを

考慮に入れた試みも始まっている。
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８．４．１ 群馬県生須地すべりの例８），９）

群馬県生須地すべりは，本体ブロックが幅８００m，長

さ６００m，最大厚さ８０mの大規模岩盤地すべりである。

群馬県土木部のもとで，平成元年より平成１５年までに本

体ブロックの地すべり対策工として，排水トンネル工と

集水井工（９基）を組み合わせた立体地下水排除工が施

工された。しかしながら，地すべり活動を完全に終息さ

せるには至らず，対策工の追加が要請されていた。一方，

対策事業費の削減が要請されたため，ハード対策を当初

案から縮小し，ソフト対策とチェック機能の追加により，

住民の安全性を確保する新たな事業方針を立案した。す

なわち，

�新規対策工は地下水排除工（集水井工）とし，大規模
な抑止工（深礎杭工）は性急に実施しない。地下水排除

工計画は，非定常の３DFEM浸透流解析を用いた予測

解析を行い，将来的にも安定性が確保できる計画とする。

具体的には，“それまでの観測期間中の最大降雨（１／３０
年確率に相当）に対して計画安全率１．０５を確保する。ま

た１／５０年確率の降雨に対して計画安全率１．００を確保す
る”というものである。このような条件を満足する集水

井の最適な組み合わせを，３DFEM浸透流解析と安定計

算により検討し，当面の施工集水井は８基（原案は２２基），

対策工費は７億円（原案は１８億円）に抑えることができ

た（図－３，図－４）。

�深礎対策工などのハード対策を実施する代わりに，ソ
フト対策として自動計測機器による監視体制の強化，情

報公開，地域住民と連携した避難体制の整備を行う。す

なわち，１／５０年確率の降雨に対して計画安全率を１．００と
しているので，それより大きな降雨が起こった場合には

地すべりが再活動する可能性が高い。それに備えて，地

表面の変位計測などモニタリング手法の整備と，降雨量

やモニタリング結果などを参考にして住民へ警戒や避難

を呼びかけるシステムを整備する。

�事業のチェック機能として，PLAN（計画），DO（施
工），CHECK（検証）の流れを取り入れる。すなわち，

集水井工の施工中や施工後において降雨，地下水位，地

表面変位などを常時計測し，その過程において仮定や想

定のずれや誤りを定期的に検証し，解析モデルを見直す

ことにより，より精度の高い予測を行い，事業の合理的

な推進とコスト縮減を目指す。

８．４．２ 維持管理段階での安全率の評価方法１０）

地すべり対策工としてのアンカー工は永久アンカー工

と位置づけられている。豪雨などの異常気象や地震等が

発生した場合には，アンカーされた構造物の変位，変形

およびクラックが発生したり，周辺地盤に緩みが発生し

たり，アンカー頭部の変位，変形，腐食が発生すること

により，アンカーが本来の機能を十分に発揮できないこ

とがある。また，供用期間が長い場合は，地盤や地下水

などの周辺環境の影響をうけやすい。そのため，必要に

応じて点検を実施し，アンカーの補修，再緊張，アンカー

の増し打ちあるいは緊張力緩和等の対策がとられる。ア

ンカーの機能復旧対策がとられない場合はもちろんのこ

と，機能復旧対策がとられた場合でも，当初設計アンカー

力が期待できない場合も多く，供用期間に応じて安全率

の低減を見込む必要もあろう。今後の課題として，アン

図－３ 生須地すべり平面図（文献９）の図－１より引用）
図－４ 異なる集水井配置における水位低下の例

（文献９）の図－１０より引用）
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カー工をライフサイクルの面から考えた場合，安全率の

低減の評価手法についても研究しておく必要があると考

えられる。

集排水ボーリングは，供用期間が長い場合，ストレー

ナーの目詰まりや不純物の孔壁付着等で集排水機能が低

下することが多い。そのため融雪期や降雨時における地

すべり滑動の抑制に支障を生じている事例も多い。集排

水ボーリング洗浄工は，先端にノズルを装着した高圧

ホースをボーリング保孔管に挿入し，ノズルから高圧水

を噴射して，ストレーナーの目詰まりや孔壁付着物を除

去するものである。最近では，ノズルの改良や高圧水の

使用で洗浄効果が著しく高まっているとはいえ，地下水

位や集排水量の時系列変化を観測することにより，それ

らの量が融雪水や降雨量に対して妥当なものかどうか，

集排水機能が低下していないかどうかをチェックしてお

く必要がある。地下水排除工においても，施工後であっ

ても，間隙水圧の時系列変化をもとに安全率の時系列変

化を求め，長期にわたって地すべり活動状況を監視して

おく必要があると考えられる。

公共事業費の縮減が行われても，住民の安全や生活は

最大限に守られる必要がある。高度な解析技術，最新の

モニタリング技術や維持管理技術，警戒・避難のための

先進的なソフト対策技術などの発展がさらに求められて

いる。

８．５ おわりに

地すべり安全率の話から始まり，最後は地すべり事業

費縮減の対応策へと進んだ。このような厳しい現実の下

で事業を推進することはきわめて大変であるが，一方で

より高度な技術を開発し取り入れるチャンスでもある。

どのような厳しい環境下でもチャレンジ精神を失わない

ことが肝要である。
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９．１ 周辺分野の安全率の考え方

第２回から第８回まで地すべりの周辺分野の専門家に

周辺分野の安全率の考え方についてLectureしていただ

いた。ここでは，次回の地すべり分野の討論への話題づ

くりを提供すべく，各分野の安全率の考え方について全

体を通して整理する。

講座で紹介された各分野の安全率の定義等，安全率に

関する論点，論点のキーワードを表－１に示した。

第２回の「地盤工学における安全率」では，最初に鋼

やコンクリートの材料・構造の安全率の考え方が紹介さ

れている。次に，地盤の安全率の考え方において，安全

率にかかわる種々の不確定要素について述べ，耐震問題

を例にとり性能設計に言及している。不確定要素を克服

するための技術のあり方や性能設計における実用的な変

形予測の必要性などが今後の課題であるとしている。

第３回の「建築構造物の設計と安全率」では，建築物

の構造設計に関わる安全率について，とくに水平震度の

概念の導入等について歴史的に概観し，今日の建築構造

物の問題点を指摘している。安全余裕度の不明確性を踏

まえ，塑性領域まで考慮した設計の必要性と不確実要素

を考慮する必要があるとしている。システムとしての破

壊確率を考え，安全性を確率論で論じる必要性を強調し

ている。

第４回の「機械分野における安定係数」では，材料の

塑性崩壊と破壊モード，設計の考え方について説明し，

信頼性設計における安定係数に言及している。信頼性設

計では，破壊確率と安定係数の関係，部分安定係数をベー

スにしたシステムの目標信頼性の考え方を紹介している。

第５回の大規模システムと安全率では，事故例を取り

上げ，大規模システムにおいては，人間信頼性の評価の

重要性に触れている。システム，環境，人的なもの全体

の信頼性設計について述べ，組織の安全性診断システム

を紹介している。

第６回の「鉄道と安全率」では，盛土，切土，地すべ

りにおける設計基準の歴史的変遷について述べている。

性能照査型設計法に言及している不均質な物性値や破壊

形態に関する確率論的な評価の必要性を強調している。

第７回の「道路のり面と安全率」では，まず安全率と

は何かについて述べ，性能指標としての設計を見据えた

安全率の考え方について説明している。安全率が時間的

に変化するものとして，その対応として適切な時期，場

所で補修や補強をしていくライフサイクルコストやア

セットマネジメントの考え方を紹介している。今後の課

題として，性能指標の明確化と定量化を挙げている。

第８回の「自然斜面と安全率」では，地すべり分野で

培ってきた技術，手法と同じであると断った上で，杭工

やアンカー工の対策工を導入した際の安全率の取り扱い

について述べ，地すべり対策事業費の低減や維持管理段

階での安全率の評価方法について言及している。社会環

境の変化に伴い安全率の考え方も柔軟性が求められると

している。

９．２ 安全率を考える際の論点

各分野における安全率の定義，変形や破壊モードを考

慮した安全率の考え方，安全率に関わる不確実性要素に

ついての説明，設計手法との関係からの安全率の歴史的

変遷，安全率を部材，構造，システム，環境・組織とし

ての様々な角度からの物差しの採用，不確実性を確率論

的に評価する手法の検討，安全率に関わる不確定要素の

変化に伴い時間軸を導入し安全率を性能指標として考え

る方法，性能設計・信頼設計への移行等重要な事項が盛

り込まれている。

また，各分野の安全率の考え方や論点のとり上げ方に

多少の違いがあるものの，論点のキーワードとしては共

通項も多い。

各分野における安全率で述べられている事項について

整理してみると，以下のテーマがみえてくる。

�安全率とは何か
安全率とは，対象物（例えば材料，構造，斜面など）

に作用する荷重に対する対象物の抵抗力の比で示される

もの，といってよい。力学的には，力であったり，モー

メントであったりする。ここで問題となるのは，対象物

の抵抗力を示すための基準強度の取り方であると考えら

れる。

※）「安全率に関する講座委員会」のメンバーは下記の方々です。
阿部真郎，新井場公徳，梅村順，沖村孝，新屋浩明，綱木亮
介，山田正雄，吉田信之，吉松弘行

「安全率を考える」第９回 Returning to the fundamentals of safety factor No．９

９．周辺分野の安全率の考え方と地すべりにおける今後の課題
Beliefs of safety factor in surrounding fields and future issues in landslide field

安全率に関する講座委員会メンバー＊ The members of lecture committee in safety factor

講 座

Lecture
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�安全率を定義する上での基準強度
安全率を定義する上で，まず，何を基準強度とするか

を決める必要がある。基準強度は，対象物が変形したり，

破壊したりする，そのメカニズムによって異なってくる。

変形・破壊のメカニズムの取り扱いによっては，�極限
状態を考える，�限界条件として性能指標を考える，な
どの手法がある。また斜面のすべりを考える場合，すべ

り面のピーク強度，残留強度の概念があり，残留強度は

すべりの変位量とも関連する。

次に安全とは何か。それには様々な不確定要素・不確

実性が伴う。不確定要素・不確実性とは，材料そのもの，

材料の組合せ（建築，システムなど），材料の劣化，境

界条件，水位条件などが考えられる。いままでは，それ

らを包括した「余裕」として安全率が用いられてきた。

とくに相手が自然現象であれば再現性がなく，安全率を

大きめに判断しているのが実情である。

不確定要素・不確実性をどのように捉えるかは，歴史

的に概観してみても各分野で工夫してきたところであり，

まだ未解明な部分も多く，今後科学技術の進歩によって

も変化する代物である。不確実性を不確実なものとして

確率分布で表現する手法が，いままでも行われてきてお

り，この方向は一般的な手法として，今後も有効な手法

の一つであろう。

�設計法における性能指標
近年，中山間地における地震や時間雨量がきわめて大

きい局所豪雨など，今までの想定以外の現象が起き，甚

大な被害をもたらしている。こうした現象を考慮する上

でも，リスクマネージメント手法を設計に取り入れる性

能設計や信頼性設計が各分野でなされつつある。性能設

計では，従来のように破壊や降伏の基準強度ではなく，

塑性変位，移動量などを性能指標とする試みも行われて

いる。

性能指標を設定する際，例えば従来法よりも基準強度

の不確実性を減らす方法などを今後研究する必要があろ

表－１ 安全率の考え方の要点

回 巻 号 タイトル 執筆者 安全率の定義，取り上げ方 安全率に関する論点 論点のキーワード

２ ４４ ３
土木，とくに
地盤工学にお
ける安全率

東畑郁生（東
京大）

・安全率＝抵抗力／作用荷重
・不確実性の概念→安全係数
・地盤工学の分野の安全率３．０＞構造の分
野≒２．０
・不確実性（N値測定方法・換算公式，判定
の個人差等）

・３次元地盤構造の把握，情報化施工，サンプリング
技術・拘束技術
・耐震問題における性能設計
変形予測手法の必要性
対象によるせん断抵抗の決定法が重要
変形復旧日数の導入

・不確実性
・変形予測（ニューマークによる
剛体すべり法）
・性能設計

３ ４４ ４
建築構造物の
設計と安全率

高橋徹（千葉
大）

・建築物の構造設計における安全率（歴史
的に概観）
・設計荷重の規定，水平震度法，長期・
短期
・個々の安全率の積み上げ方式

・塑性領域まで考慮した設計の必要性（安全率の概念
がない）
・耐震設計における地動，材料強度・構造物の応答の
バラツキ
・構造物のシステムとしての破壊確率の設定

・安全余裕度の不明確性
・塑性領域まで考慮
・システムとしての安全率
・安全性を確率論で論じる

４ ４４ ５
材料分野にお
ける安全率

小林英男（横
浜国大）

・安全係数：材料の基準強度に関する裕
度
（設計，供用期間中検査）

・延性破壊では，
１）塑性崩壊に対応する基準強度→降伏応力，
２）裕度→安全係数
・脆性破壊では，基準強度として引張り強さとし，安
定係数を設定
・公式設計と解析設計

・塑性崩壊
・破壊モードと安定係数
・信頼性設計→システムの信頼
性
設計と部分安全係数

５ ４４ ６
大規模システ
ムと安全率

高野研一（慶
応義塾大）

・システム，社会環境，組織環境，人的
過誤

・炉心溶融確率における確率論的安全評価
・系統的人間信頼性の評価（組織要因，意図的過誤を
考慮）
・安全診断システム（アンケート様式，総合的安全指
標による評価）

・情報伝達と公開
・全体システムの健全性の
チェック

６ ４５ １ 鉄道と安全率

岡田勝也（国
士舘大），杉
山友康（鉄道
総研）

・設計基準
１）土構造物の設計施工指針
２）建造物設計基準（RC・NRC，合成鉄
道橋等）

・盛土勾配（条件による）
→盛土材料，幾何学的形状，施工管理を規定
・軟弱地盤の盛土の沈下と安定
・切り取りのり面勾配
→土質・岩質別に細分化
・地すべりの安定（円弧，折れ線状すべり），Fs＝１．３
→粘性土地盤での施工中，開業後
・ジオテキスタイル，地盤改良工法に対応
・盛土の安全性（盛土の安定，支持基盤の安定，列車
走行），それぞれ照査指標を設定

・性能照査型設計法に推移
（重要度，復旧の難易度，補修性
等にもとづく）
→要求性能と性能ランク（切土も
盛土と同様）
・不均質な物性値や不確実性を
有するものとして確率論的評価
が必要

７ ４５ ２
道路のり面と
安全率

沖村孝（神戸
大），吉田信
之（神戸大）

・安全率＝抵抗力／滑動力
・斜面の重要度を加味して設定

・限界状態設計法
不確定要因の同定と重み付け
→合理的な安定性評価
・維持管理
→安全率と変形の両指標が必要
→使用，修復，終局限界に分類
・劣化の概念（風化・腐食，せん断強度低下，応力変
化，地震等）

・安全率の時間的変化
・性能指標の明確化と定量化

８ ４５ ３
自然斜面と安
全率

鵜飼恵三（群
馬大）

・対策工設計における安全率
・公共事業費の縮減と安全度の確保

・すべり面のせん断強度の低減
・補強斜面と非補強斜面の安定解析
・杭工，アンカー工で補強された斜面の安全率
・アンカー工，地下水排除工の維持管理

・補強斜面の安全率の算定
・公共事業費縮減のなかにおける
設計安全率の設定方法
・対策工の維持管理
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う。

�安全率に関わる調査とモニタリング
斜面災害においては，多くの不確実性を有している。

例えば，降雨などによる水位変化である。水位は斜面の

安全率と密接に関わっている。また，斜面のすべり面強

度等劣化により，いつも同じ状態にあるわけではない。

安全率に関わる調査方法の選定は重要であり，変位や水

位などの状況を監視するモニタリングが必要となってく

る。

�対策工と安全率の関わり
災害を防止するため，対策工が実施されるが，対策工

施工時には，安全率が大きくなる。しかし，例えば，集

排水ボーリングの目詰りによる集排水機能の低下やアン

カー頭部の変位，変形，腐食によるアンカー材の強度低

下など，対策工が常に有効に機能しているとは限らない

面もある。対策工の維持管理を行い，時間の経過と共に

対策工の安全率の変化を注視しておく必要がある。

９．３ 地すべりにおける安全率の今後の課題

以上述べたことを地すべり分野では安全率をどのよう

に考えたらよいだろうか。現在決まった答えはまだない

といった方が真実に近いだろう。

次回では地すべり分野における安全率について討論が

予定されており，ここでは，議論の方向性を提示するに

とどめる。

１）地すべりにおける安全率の定義の方法としてどのよ

うなものが考えられるか。

２）安全率を考える上で不確定性要素とは何か。またど

のように取り扱ったらよいか。

３）不確定性要素の一つである気象（地震や豪雨）の今

日的課題とは。

４）地すべりの安全率を評価する上での有効な性能指標

とは。

５）設計法における性能設計，信頼性設計の考え方とは。

６）様々な不確実を減らす方法としての地すべり技術と

は。

７）地すべりの安全率における対策工の定量的評価手法

について。

８）維持管理を含めた安全率の時間的変化の考え方とは。

などなどである。

図－１ 「安全率を考える」キーワード関連図

（原稿受付２００８年９月３０日，原稿受理２００８年１０月１日）
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出席者（敬称略・５０音順）

鵜飼 恵三（群馬大学 大学院工学研究科 教授）

奥園 誠之（高速道路技術センター）

釜井 俊孝（京都大学 防災研究所 教授）

土屋 智（静岡大学 農学部 教授）

司会：若井明彦（群馬大学 大学院工学研究科 准教授）

１０．１ はじめに

このたび，安全率講座の一企画として「地すべり分野

における安全率」と題して座談会を開催した。地すべり

学会誌第１回から第８回までの周辺分野における安全率

を参考にして，第９回に掲げたテーマに沿って，今日の

社会環境の変化に伴い地すべりにおける安全率をどのよ

うに捉えていったらよいかを，地すべり分野に携わって

きた経験豊富な学識経験者に，思うところを自由に発言

していただいた。読者の皆さんに地すべり技術における

安全率をどのように位置づけたらよいか，その方向性が

少しでもみえれば幸いである。

若井：それでは始めさせていただきます。忌憚のない

ご意見を頂戴したいと思います。お集りの先生方はいず

れもこの話題にご造詣の深い方ばかりですが，本日は「地

すべりの安全率」を中心にした議論をさせて頂きたいと

思います。

１０．２ 安全率とは何か

若井：まず「安全率」とは何だろうというところから

始めましょう。通常，地すべり斜面の安全率は極限平衡

法で計算するということが多いわけですが，これまでの

講座においても，例えば，神戸大学の沖村孝名誉教授は，

“現実には，斜面が変形してもそれが即座に崩壊に至る

わけではなく，安全率１．０というのはどんな意味がある

のだろうか。”と指摘しておられます。また，他の著者

の方も限界状態設計法，信頼性設計法など，ある程度「変

形を許容する設計法」についても言及しておられるよう

です。鵜飼先生あたりから話題の口火を切って頂ければ

と思いますが，地すべり斜面の安全率というのはどんな

ふうに定義されるのが一般的なのでしょうか。

鵜飼：私は大学で教えているので，教科書に書いてあ

ることが安全率の出発点になってしまいます。安全率は，

いわゆる理論的なもしくは教科書的な安全率と，現場の

実際的な安全率とに分けて考える必要があると思ってい

ます。教科書的な安全率というと，極限平衡法において

破壊するときは安全率１．０という強度安全率が基本にな

ると思います。それから現実問題となってくると，地す

べりと崖崩れではそれぞれ意味合いが違ってきます。理

論的な面でも，ピーク強度とか，残留強度とかいう問題

も入る。そうすると，また難しくなる。いずれにせよ一

番の基本は，安全率というのは教科書的なものが基本で

あり，破壊時のc，�，�，uにより強度安全率を定義す
ることであると考えます。

若井：そうしますと，１．０というのはまさにその崩壊

しようとする土塊と受け止めている抵抗力とがつりあっ

た，力学的な平衡状態ということですね。

１０．３ すべり面と安全率

釜井：大事なのは，すべり面の存在だと思います。安

全率を定義する場合，すべり面上の強度を考えて，それ

を基にせん断抵抗力とせん断力を計算するわけです．し

たがって，安定計算はすべり面の概念とはほぼセットで

発展して来た話であって，安全率の議論はどうしてもす

べり面の存在と，なかなか切り離していくことはできな

いと思います。

若井：そうですね。釜井先生が「すべり面」というキー

ワードをおっしゃいましたが，斜面にはすべり面を想定

※）「安全率に関する講座委員会」のメンバーは下記の方々です。
阿部真郎，新井場公徳，梅村順，沖村孝，新屋浩明，
綱木亮介，山田正雄，吉田信之，吉松弘行

「安全率を考える」第１０回 Returning to the fundamentals of safety factor No．１０

１０．地すべり分野における安全率に関する座談会
Round talk discussion on safety factor in the landslide

安全率に関する講座委員会＊ The members of lecture committee in safety factor

講 座
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できるものと，できないものがあるように思います。す

べり面が想定できる場合には，すべり面で発揮される抵

抗力と土塊のバランスを考えることになると思いますが，

地すべりの場合は再滑動のものが多く，既存のすべり面

上の安定性を議論することでよいのかもしれませんね。

奥園先生，そのあたりについて，実務的にはどんな考え

方があるのでしょうか。

奥園：今，お話がありましたように，すべり面がある

かないかはよくわからない場合もあるでしょうけれども，

すべり面というものをモデル化して作らないと解析に

持っていけない，ということがまず一つあります。それ

からそれで動いているすべりだったら，すべり面は意外

にわかりやすいのですが，動いていない地すべりらしい

ところのすべり面をどうやって見つけ出すか，これが一

番難しいんです。これによって深さが変わってきます。

深さが変わってくると，だいたい土圧は二乗で効いてき

ますからね。ですから，深さを決める，つまりすべり面

を設定するというのは非常に大事なことだと思っていま

す。それから，広さですね，たとえば道路を作るときに，

山のてっぺんまで面倒見るかという話ですね，たくさん

の地すべりの小ブロックが続いているときに，どこまで

を対象にするかという広さ。これで設計は決まってきま

す。それからスタート時点の，原地形の安全率をどうす

るかということも重要です。さきほどの定義で行くと，

滑ろうとする力と抵抗する力とのバランスで安全率が決

まる。そうすると，その滑ろうとする力がわかっても，

それに対する抵抗力は，これはせん断強さから求めずに

地すべり独特のやり方がございまして，逆算から持って

くるというやり方でやるもんですから，この現状の安全

率がわからなければ，その滑ろうとする力がわかっても

抵抗する力がどこまであるかということを判定するのが

非常に難しい。動いているとすれば１．０を切って０．９５で

あるのか，止まっていれば１．０５なのか。これを決めない

と，目標安全率が決まっている場合にそこまでに上げる

ときの必要な抑止力が全く変わってくるんですね。１．０

から１．２に上げるのと，０．９５から１．２に上げるのとでは，

必要抑止力が２５％も違います。つまりスタート時点での

判断が非常に大事だということだと思います。

若井：奥園先生にいくつかの問題点を指摘して頂いた

と思いますが，一つには，地すべりの斜面安定計算を行

う場合，強度定数を決めるのに「逆算法」が使われてい

るということですね。設計あるいは運用上の問題になり

ますが，先生のご指摘では，安全率の許容値を具体的に

いくつに設定すべきか，またその基本となる現状の安全

率がいくつであると見なすべきか，ということが重要で

あるということですね。安全率の実態が逆算法であると

いうことになりますと，安全率そのものの物理的意味を

議論するのがやや難しくなる感じもいたします。土屋先

生，このあたりについて，実際の斜面の破壊メカニズム

と関連してどんなことがいえるのでしょうか。

土屋：すべり面があらかじめ決まっているような場合

と，そうでない場合があるので，両者分けておかないと

いけないと思います。すべり面がよくわからない状態を

想定すると，抵抗する力も求まらないことになってしま

います。亀裂はあるけどすべり末端はわからない場合も

多々あるので，その状態を考えるとすべり面らしきもの

はあるが実際には末端部が特定できないような場合です。

この場合，あらかじめすべり面を決めることはできなく，

むしろその時々の状態で決まることがあるのではないか

と考えられます。鵜飼先生が指摘されたように，せん断

強度低減法といった概念を使わないと，このような場合

では将来予測は難しいことを感じています。つまり，上

から下まですべり面を特定できる場合と，何回もすべり

を繰り返していてその状態での強度発現にある場合とを

分けておくことが必要と思います。その上で，安全率が

「滑らそうとする力」に対して「抵抗する力」の比によ

り決まるということになると思います。

釜井：重要なご指摘だと思いますが，一つ感じたのは，

その全層にわたってすべり面ができていると最初から

思っていない場合は，従来型の地盤工学のマジョリティ

からすると特殊というか異端ということになってしまう

と思います。つまり，地盤の破壊問題をモデル化する際

に，最初にすべり面があるということを前提にしている

わけです．しかし，地すべりという現実に直面している

われわれにとっては，結局破壊というものが局所的に発

生してそれが全体に及ぶという現象こそがデフォルトで

あって，そういうことを日々経験しているものだから，

思わず前提としてそういうことを考えていくということ

が感じられて非常に面白いと思いますね。

若井：釜井先生と土屋先生がおっしゃった点ですが，

すべり面が既にあるのか，これから形成されるのかとい

う視点，それからすべり面を特定できるのか，できない

のかと言う視点，これらは互いに密接に関連する問題と

思います。すべり面というのは一種のひずみ軟化してし

まった，あるいは破壊してしまった土の領域の連なりで

す。釜井先生が指摘しておられましたが，すべり面のせ

ん断強度を軟化した後の強度としてとらえるのか，ピー

ク強度としてとらえるのかは，進行性破壊の話題ととも

に，安全率を考える上で重要な意味を持ちますね。

１０．４ 実務における安全率

鵜飼：安全率というのは非常に現実的な用語だと思い

ます。実際に破壊が起こったもしくは危ないというとき

に，すべり面を現実的な範囲で仮定し，逆算法で決めて

しまうのが一般的ではないでしょうか。斜面の設計段階

で使う例は限られます。長大法面なんかの場合にはある

程度やられるんですか。

奥園：やってもわからないことが多いですね。地山を

代表するせん断強さがわからないんですねえ。

釜井：でもその対策工事の規模を決めるには計算する
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のが一般的では。

奥園：そういうやり方もあります。そうではなくて標

準設計がありましてですね，それでとりあえずスタート

し，計測段階に入って，計測等による情報化施工ですね。

何かあったら設計を軌道修正していこうという，そうい

うやり方と，両方ありますよね。

釜井：出発点として何かがないと一歩前に進めない

ケースもあると思いますが，そうした場合はどうされて

いますか。

奥園：これはですね，自然地山のたとえば切り取り法

面は，ほとんど臨界円弧ではやりませんですね。やはり

何か不連続面があったら，それをすべり面にして，一応

安定計算をやることがあります。

釜井：そのとりあえずやって見て間違ってたらちょっ

と修正しようとかそういう場合ですが，例えば今まで経

験上，スタート時点の標準設計で間違ってたことって何

割くらいありますか。

奥園：かなり間違ってると思いますよねえ。だいたい

安全側に間違っていますよ。

土屋：ただ現場からは基本的に「弱面を探せ」という

ことからスタートすることが多い。弱面があればそれを

連続してすべり面とする。その結果，安全率が求められ

対策に進む運びになってしまう。その過程では強度云々

はさほど考慮していないかもしれない。したがって特定

の弱面が存在しないような一般自然斜面ではすべり面の

位置を特定することは難しい。しかし現状では，想定さ

れる弱面を探索しそこで滑動することを念頭に経験で進

めてきているので，否定することも出来ません。

若井：少し整理しておきたいのは，最初にも触れまし

たが，安全率に力学的解釈を試みたりすることがある反

面，実は運用上そうせざるを得ないからそれを使ってい

るという，かなり実務的な色彩が濃いという点ですね。

安全率は本当に運用のための便法なのか，ある程度の物

理的意味を持ったものなのか，このあたりの視点が次の

話題－すなわち「性能設計」ということに関連しそうで

すね。安全率というのは性能設計の指標となり得るのか

どうか，あるいはそれ以外に適当な指標はあるのだろう

か，といった議論になるかと思います。最初，鵜飼先生

が指摘されたように，“安全率１．０のとき崩壊する”とい

う力学的な前提に戻るべきでしょうか。

鵜飼：“安全率１．０のとき崩壊する”というのは現実で

はないでしょうか。

若井：そうしますと，安全率の大きさと実際の斜面の

状態との関係について，何か具体的なイメージを私たち

は持っているのでしょうか。安全率１．２というのは，実

はこのくらいの安全性を持っている，という意識の問題

なのですが・・・。そういうことが先ほど議論のありま

した許容値の問題と関係するのではないかと思います。

奥園：東北道のある現場で地すべりを起こしたんです

ね。低速で少しずつ動いているような現場ですね。そこ

の現場はすべり面がだいたいわかっているし，滑動力も

わかるわけですね。滑り始めた段階での安全率を０．９５と

仮定します。そして頭をはねていくと，滑動力が減って

いきますね。そうすると，その安全率が上がって行くわ

けです。これは計算できます。このとき１．０を超えると，

だいたい沈静化してくるんですね。それから１．０５を超え

ると，だいたい止まるんですよ。だから１０％かさ上げす

ると，だいたい止まるんですね。そうでないところもも

ちろんございますけど。それから，過去に起こった地す

べりをいっぱい引っ張り出してきて，自分なりに同じ手

法で安定解析やり直しまして，それで復旧してしまって

いる地すべりの安全率が今本当はいくらあるのかを全部

計算したんです。そして，同時にその現場で，その後の

変形を追跡調査したんですね。そうすると，だいたい１．０

スタートで，１．１前後で実際は復旧しているものが結構

多く，その中で１．１以下のものは，その後亀裂が入った

りなんかしているんですね。道路に直接の被害を及ぼし

ていなくても。それから１．２を超えたものは，さすがに

しっかりしているんですね。だから，誰が決めたか知ら

ないけども，道路土工指針が１．２というのは，まあいい

線かなあと思っているんですよ。やっぱり１．１を下回っ

てちょっと厳しい設計で終わったものは，何らかの変状

がある，感覚としてはそんな感じがいたします。

１０．５ 安全率における不確実性

若井：過去の経験が安全率の値の妥当性をフォローし

ているというのは興味深いことですね。その“１．２あた

りを目安にするとうまく行く”ということをもう少し掘

り下げますと，斜面の中の不確定要因を反映して，１．２

程度の余裕度を見ているというふうにも考えられますね。

一方で，斜面自体の条件以外にも，例えば将来の作用外

力についての不確定要因も大きいですよね。豪雨や地震

といった将来の様々な不確実な外力に対して，どの程度

の安全性を担保しておけばよいのかということも含めて

ご意見を頂けないでしょうか。

奥園：それは相手次第なんですよね。ですから，道路

ではそのくらいで通りますが，大規模な地すべり地帯の

地すべりっていうのは１．２なんてとても確保できないで

しょ。だから，現実的なところでやっているんですよね。

それから価値の高い住宅密集地とか，それから原子力発

奥園 誠之 氏
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電所，保全対象によって随分違ってくるような気がいた

しますねぇ。

若井：保全対象の重要度というのもありますし，より

広い言い方をすれば「社会の要請」という暗黙の要求性

能が時代を反映して設計に影響を与えているのでしょう。

釜井：もう一つ先ほど奥園先生が言われたことで非常

に面白いと思ったのは，安全率が１０％上がるとほぼ止

まったという点だと思います。これが，工学的な意味で

の安全率の本質ではないかと思います．

奥園：これは結構多いですね。

若井：おもしろいですね。１０％と定量的におっしゃら

れるのでとても説得力があるのですが，例えば，逆にこ

のようにも考えられるのでしょうか。その１０％くらいの

不確実性を残すことを許しさえすれば，斜面の安全性を

論ずること，そのくらいの誤差の範囲内での斜面の安全

度予測はできていると理解することもできるわけですね。

土屋：その臨界状態が正しければ，おそらく１０％，

２０％とすれば大丈夫でしょう。臨界状態ではないとする

と成り立ちません。

奥園：あのー，適切な例えではないかもしれませんが，

エレベーターに乗っていて，最後の一人が乗ったらブ

ザーが鳴って一人降りた。しかしブザーが止まらない，

というのがあるじゃないですか。それで二人降りたら

やっと止まったとかですね。そんな感覚ですね。その最

後に悪いことしたら，地すべりを起こしたら，その悪い

ことした分を除去しただけでは足りなくて。もうちょっ

と，もうちょっと（笑）。

土屋：過去の研究成果を示す文献等によれば，一般の

円弧すべり式に最高水位の値を入れると，ほぼ１．０に近

い値を示している。せん断試験結果も誤差を有する値と

思いますが，得られた定数を入れてやると１．０近くを示

している。崩壊実験結果によれば，ほぼ臨界状態に近い

ところが発現されるので「滑らそうとする力」に対して

「すべり抵抗力」で安全率を定義すると明快ですね。臨

界状態を捉えることが出来れば，１０％の増分は想定的

で，２０％では余裕が大きいことになりますが，その意味

では１．２というのは経験的にリーズナブルと思います。

若井：どのくらいの強度が発揮できるかという点につ

いて多少の不確実性はあったとしても，すべる場所を想

定できており，すべった時の外力の条件を知っていれば，

すべり面上の強度は大まかには推定できるということで

すね。であるとすると，すべり面が想定できない，ある

いは将来すべり面ができる斜面の場合には，それがやや

難しくなってくる，ということですね。

鵜飼：安全率は，対策工の規模を定量化するのにすご

く便利な指標だということですね。

１０．６ 対策工における要求性能

若井：そうですね。対策工の量を決めるのに，安全率

を介すると議論しやすいという現実があり，設計で使わ

れているということですね。もう少し議論を進めていき

たいのは，安全率を介した対策工の設計が，私たちが目

指している斜面の要求性能をちゃんと押えたものになっ

ているか，という点です。運用上とられている手法の絶

対的評価ということになるかと思いますが，安全率を介

した対策工の効果の定量的評価についてご意見はありま

すでしょうか。

釜井：さきほど土屋先生おっしゃった通り，安定計算

が臨界状態を捕まえさえすれば，定量的評価は可能だと

思います．

若井：対策工というのはあくまでも何か避けたい事象

を未然に防ぐために必要かつ十分な量を対策するという

ものだと思うので，もしかすると奥園先生が先ほど仰せ

のように，安全率を介してやってきた対策工の設計が，

うまくその辺を間接的に反映していたことになるのかも

しれません。このあたりはいかがでしょうか。斜面の安

全性に関する要求性能について，対策工との関係から何

かご意見はないでしょうか。

釜井：そもそも要求性能が入ってきたのが最近のこと

なので，将来は厳密な話になるにしても，現在やってい

る１．０に対して１０％から２０％上げるということも，結果

的には広い意味で対策の性能を考えていると思います。

若井：これまでの講座においても，例えば，神戸大学

の吉田信之准教授は，「性能設計に関する国際的な動向

をふまえ，地すべり斜面の限界状態を定義しながら不確

実性を考慮した予測を丁寧にしてあげれば，安全率を介

した設計にまつわる曖昧さをより分かりやすくできるの

ではないか」と指摘していますが，私がここで申し上げ

たい要求性能というのはそこまで厳密なものではなく，

もっと感覚的なものです。社会の要請として“この地す

べりを止めてほしい，なんとか村で安全に暮らせるよう

にしてほしい”といったシンプルなものです。恐らく従

来からそのような暗黙の要求性能を意識して対策工の設

計をしているのではないかと思います。ただ，それが例

えば“周辺道路の機能を維持できる変形量に抑えられる

かどうか”といった具体量を意識したものになるのであ

れば，釜井先生がご指摘のように，今後の議論が必要な

のでしょうね。従来暗黙のうちに意識してきたと思われ

る要求性能の話に戻しますが，“安全率１．２にしておくと，

地すべりの動きが完全に止まるのだ”というようなこと
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を目安に対策をやってきたという認識でよろしいですか

ね。それとも，豪雨の時には少しなら動いてもいいとい

うような認識は含まれていたのでしょうか。

土屋：おそらくそれはないと思う。動きがないように

全部止める概念で進めてきていると思います。しかし現

実には被害が出なければ少々動いても問題にはならず，

許容される部分があっても良いかも知れません。対策工

が実施されると，その状態がわからなくなることがある

と思います。かといって，地すべりを放置したら流動化

して保全対象域まで到達するのかの判断も極めて困難で

す。

若井：“予測ができないだろう”というご指摘ですね。

要するに，何かが起こり始めることはわかったとしても，

その程度が予測しづらいということでしょうか。

土屋：例えば，数m移動して停止するのか，あるいは

数cmかの判断は極めて難しいのが現状です。これが定

量化されれば，性能設計を取り入れることはできますが，

予測はすごく難しいですね。

若井：そういうことですね。

奥園：実際設計するときにですね，たとえば地下水位

を下げる工法で安全率がなにがしかに上がるということ

が考えられますね。じゃあ何m下げるから安全率がなん

ぼ上がりますよって，それで１．２で設計したとしますね。

それが，豪雨だとか雪融け，そのとき水位が上がってき

ますよね。いくら水抜対策をやっても，そのときは１．２

無いんですよね。それでよしとするのかどうかっていう

ことなんですよ。まぁ１．０を切ると動き出しますから，

それはもちろんだめですけれども。たとえば，だから常

時は１．２ありますよと。しかし豪雨時は，非常時なの

で，１．２確保する必要がないんじゃないかと。１．０は確実

に上がっていないといけないから，たとえば１．０５ぐらい

は，確保するべきでしょう。われわれが現場に呼ばれて

行くとそう言っているんですよね。

１０．７ 不確実性と性能設計

若井：この座談会の後半の趣旨が性能設計あるいは性

能指標ということですので，もう少しこの話を続けてい

きたいと思います。地すべり対策の技術者としては“こ

の程度でまあいいだろう”と，どこかで必要最低量を考

えて対策工を設計していることになるのだと思いますが，

今のお話ですと，社会が暗黙のうちに要請しているレベ

ルの豪雨に対して安全率１．２くらいを確保する対策を

やっておけば，動き出すことは今まであまり無かった，

という意味に理解してよろしいのでしょうか。

奥園：そうでしょうねえ。そのときは１．２無くても，

常時１．２も確保していれば，非常時でもなんとか持ちこ

たえるんじゃないかと。それが２０％の保険なんじゃない

でしょうか。２０％っていうのはまさに，材料，強度の不

確実性も含んでいるし，将来の災害リスクも含んで，諸々

うまい具合に１．２ということに。

土屋：そのことは少々厳しいかなと思います。たとえ

ば設計の時点で５０年先の降雨に対してOKといった規模

の設計をしていますが，本当に５０年の設計規模の降雨に

対しても大丈夫か？と真剣に考えるとやや不安がありま

す。１００年の降雨で設計しても同じことが言えます。こ

れは，設計には反映されない別の要因があって，地下水

経路が変化する，あるいは風化が進み強度低下があると

いったことは考慮していない。現実は，時間経過にとも

なう要因の変化を考えると，１００年であっても個人的に

は２０～３０年程度かも知れないと考えています。つまり１００

年規模の降雨に対応しているから１００年間大丈夫だよと

いうのはイコールではない。

奥園：１００年確率の降雨量が明日降るかもしれないし

ね。

土屋：しかし安全を享受する側は，一般に１００年間大

丈夫と捉えているかも知れません。

若井：しかし，これはやはり確率的にしか議論のしよ

うがないことですよね。そう考えてきますと，どんな程

度の外力を想定して設計しているかを，従来の設計で“敢

えて説明しないようにしてきた”というより，“説明で

きなかった”というべきなのかも知れません。降雨の場

合はある程度確率的な考えができますが，地震の方がさ

らに厄介だと思います。地震で確率年というのは技術的

に困難です。しかし，これからますます地すべり防災に

対する社会の要請が高まってきた時，“この斜面はどの

くらいの地震まで大丈夫なのでしょうか”と住民に聞か

れたりすることがあったなら，やはり何らかの答えを用

意する必要はあるのだと思います。つまり，ある程度は

定量的に安全度の説明をする方法を考えておくべきなの

ではないのでしょうか。

鵜飼：大地震が本当に来たら，多くの斜面は崩壊して

しまうのではないでしょうか。しかし，地震というのは

そんなにしょっちゅう来るわけじゃない。内陸部では

１０００年に１回とか２０００年に１回とかでしょう。それだっ

てよくわかっていない。でも一度起こるともう大変なこ

とです。山古志の例をみればわかるように。

若井：そのような説明で済むのかどうかという問題な

のですよね。では何もしなくていいのか，という声も出

てくるように思いますが。

土屋：いや何か対策があれば崩れない箇所も多い。例
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えば，アンカー工が施工された斜面は崩壊を免れたケー

スも少なくない。このように対策工は効果的なのですが，

定量的な評価が難しい。つまり，大地震のときには多く

の斜面で崩れるが，２０～３０％は減少できる，あるいは半

分に減少したという予測が難しい。

釜井：われわれは，どうしてすべったかを問題にして，

すべったところは割と詳しく調査しますが，実際にはす

べってない斜面も中にはあるわけで，そこの情報がまだ

ちょっと欠けていると思います。だから定量的な評価が

むずかしくなっている側面が大きいと思います。

若井：地震などの規模が不確実なだけではなく，私た

ちが見かけ上だいたい均質だと思っている地層がかなり

不均質で，一見同じような斜面に見えても同じ力をかけ

ても壊れるものと壊れないものがある，非常に不確実な

対象であるということですね。

釜井：結局，すべっていないところについて，すべっ

ているところと同じくらいの精度で調査が進めば，何か

将来，定量的にものを言える可能性があると思います。

若井：これは将来的には重要な視点かもしれません。

ところで，先ほど土屋先生もご指摘されていましたが，

既存の対策工が地震時にもある程度は効くはずであると

いう視点が大切だと思います。では，どのくらい効くの

かっていう議論をするためにお聞きしたいと思いますが，

例えば雨の場合に先ほど“５０年あるいは３０年だろう”な

どと具体的な数字が出ていましたが，例えば“このくら

いのレベルの豪雨に耐えうる対策工が，どのくらいの地

震レベルにまで同様にカバーできる”とか，そういった

視点での議論は目標としてありうるのではないかと思う

のですが，それは行きすぎでしょうかね。

土屋：おそらくその外力評価が難しいことに起因して

いるのではないかと思います。

若井：雨と地震では，力の作用の仕方がかなり違うと

いうこともありますね。

土屋：地下水の変動は観測値があるので，“降雨時に

この程度上昇します”ということがあって，“それに対

応した対策をします”となりますが，地震時にはどうす

るのでしょうか。

若井：例えば，“震度いくつまでは耐えられるように

する”とか，そういう方向性はあり得ないのでしょうか。

釜井：方向性としてはあり得ると思います．しかした

だ問題は，じゃあ地震のときに，その斜面の上が一体ど

のくらい揺れるかということすら，分かっていない。何

となく大きな地震がきて大きな被害が出ているのですが，

知らないことが多すぎて，定量的な評価ができません。

少なくとも，斜面の上の振動をちゃんと測るということ

が必要だと思います。

土屋：現実斜面を対象に１０km×１０km範囲のところで，

想定地震動を入れて，“完全に近いシミュレーションは

可能か？”と質問されると，“今のところ難しいのでは”

といった答えになるのではありませんか。その辺から攻

めないと難しいと考えていますが。

釜井：結局，初生的な地すべりの上と，再活動型で活

発に動いていたすべり面の上とでは，同じ地震でも揺れ

方が全然違うという観測結果もあります．そういうこと

からちゃんと出発しないといけない。

若井：現状でいろいろな課題はあるにせよ，問題意識

としては，もしそういうことをやりたいというふうに社

会が要請した場合，豪雨と同じように，地震に対しても

適切な目標を意識して，定量的に安全度を確認するとい

う方向性は考えていくべきなのかもしれませんね。

一同：そうですね。

１０．８ 対策工の定量的評価は可能か

若井：これまでの議論をさらに進めたいと思います。

対策工を行うための設計手法として安全率を用いている

わけですが，将来もし豪雨や地震に対してさらに具体的

な要求があり，住民に対して自分たちがこのレベルまで

は安全保障をしているのだということを言わなくではい

けない時代が来た場合に，安全率というものが持ってい

る物理的意味かあるいは安全率の数値と斜面の状態を連

動させて議論させる視点がやはり必要になるのではない

かと思います。そういうことを想定した時，今議論して

いる安全率の意味を再確認する必要が出てまいりますが，

そのあたりの今後の展望についてご意見はありませんで

しょうか。

土屋：地すべり対策工の設計に必要な安全率について，

今後その精度を向上させる必要はありますが，現状の１．２

を１．１５でOKということにはならないでしょう。安全率

の精度の向上だけに頼ることも無理で，まして時間経過

にともなう要因の変化などを考えると難しいでしょう。

調査技術は進歩してきているが，１．２が１．１５でいいとか

いう話にはなかなか結びつかない。

鵜飼：今までの議論の中で，安全率という値が，安定

性指標として，連続的にこれくらいだったら少し不安が

あるとか，これだったらもう逃げようとか，そういった

指標にはどうもなんかなりにくい。さきほど奥園先生が

言われたように，１０％だったらまだ大丈夫かっていう，

ある意味ではそれくらい。そうすると，その間を埋める

ような概念というのがどうも出てこない感じがします。

奥園：ただ少し乱暴な考えですが，極端に言えば安全
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率で勝負しなくても，滑動力さえわかればそれに何％上

乗せするかということですよ。滑動力が何kNだったら，

それに０．１掛けするか０．２掛けするかで必要抑止力が決

まってくるんですよ。つまり，安全率で評価しなくても

今の現状に何％上乗せするかだけでも設計できないこと

もないのです。

若井：つまり問題は，設計で何を説明するのかという

ことですね。地すべり対策と状況は異なりますが，一部

の構造物や盛土などでは「変形」を入れた性能設計への

取り組みが始まっています。この背景には二つくらいポ

イントがあって，一つは社会の要請として“許容できる

被害レベルを規定すべき”という声もありますが，もう

一つは“ある程度の変位を許してあげない限り，想定の

外力に耐えうる設計をすることが，コストの面から見て

かなり困難になってきている”という現状があるのだと

思います。限られた予算で地すべり対策を遂行するため

には，この二つ目の視点が重要なのではないかと思いま

す。安全率とは別に，変位あるいは他の物理量を指標と

して斜面の実際の現象に目を向けながら，“ここまでの

変状は許していい，ここからは許せない”というような

議論が，地すべり対策のための設計として今後あり得る

のかどうか，ということに強く関心があります。大地震

の際に，一気に斜面全体が崩壊して河道を閉塞するよう

なことがなければ，多少の亀裂や段差が出るくらいはい

い，という意識は皆さんがお持ちと思いますが，そういっ

た動機が変形の概念を取り入れた設計の必要性をもたら

すのかも知れませんね。あるいは，地下水排除工を施し

た場合，完全に地すべり運動が停止しなくても，年間こ

のくらいの移動量に留まっていれば，後は維持管理，警

戒避難システム等のソフト対応でやっていく，という方

向性があるとしたら，それも変形に着目した性能設計の

一つなのではないかと思います。そのあたり何かご意見

はございませんでしょうか。

土屋：たとえば集水井を施工したときに，上下でスラ

イドしても破壊しないような構造にできるかということ

を考えると，多少動いてもスライドして追随するような

パーツで構成するとする。この構造は，少々動いても機

能を失わない状態にしておけば集水され排水される。た

だそういう概念は今までありませんから。

奥園：低位ひずみっていうか，同じ状態で二次クリー

プですかねぇ。その直線状にゆっくりすべっている状態

の場合で，それでも道路が開通している，結果的に許容

している例はいくらでもありますね。氷河の上に道路を

作っているようなもんですね，ですから，上流側に余裕

幅を持たせておいて，例えば１年に１０cm移動する場

合，１０年で１m道路を上流側に移設すればいいじゃない

かっていう，そういう考えはあるんですが，それでO. K.

かと言われると，よくわかりませんね。ただ，現場では

そうせざるを得ないから運用でやっている。

土屋：橋梁では下盤と上盤のずれを想定し，下盤支え

る面積を大きくし，最大許され許容変位は何cmといっ

た議論しているわけですからね。

若井：維持管理の段階に入った後，現実として動いて

しまうようなケースが出てきた場合，それでお手上げと

いうことではなく，許容できる程度を見ながら対応を練

るということですね。地すべり対策についても，これま

では変形の予測などできなかった，では仮に予測できる

ようになれば，設計段階でそういうことを積極的に取り

入れていくという可能性はあるのでしょうか。従来は安

全率でしか議論してこなかったわけですが，例えば対策

工にしても，ある一定の変位まで許すことを前提に設計

するということはあり得るのでしょうか。

釜井：予測法だけじゃなくて，やっぱり維持管理が重

要だと思います．高速道路とかで許容変位を議論できる

のは，道路を常に点検改修するからできるのだと思いま

すところが実際の山の斜面でそれができるかはちょっと

わからない。

土屋：それと保全対象の重要性に関わると思います。

保全対象の重要性が低ければ，１mの移動でも許容され

る範囲かもしれません。しかし現状は同じく一律で，こ

の許容範囲を示す指標がないので，今後は合理的に目安

を作る必要があると思います。

奥園：一般には土構造は，橋梁とか構造物と違って，

そういう許容範囲が広いですよね。

１０．９ 設計法としての性能設計

若井：仮に，変位をある程度許容する設計をするとい

う場合，方法論としては，いわゆる高度な予測手法を介

した設計，例えば，高度な土質試験技術によって得た情

報をもとに，有限要素法などにより数値解析で現象予測

していく，といったことが考えられます。予測できない

からやらないという立場ではなく，変形の予測精度をさ

らに高めていくには，今後やはり実際の設計などで何度

も変形予測を試みていくことが必要でしょう。ただ，こ

のこととは別の観点から，今まで安全率を介した設計を

運用してきていることを踏まえて，現実的に対応の容易

な，しかし合理性の高い，第三の方法のような可能性は

ないのでしょうか。

鵜飼：変形を予測するとなると，構成式の問題になる

ので，話が難しくなりますね。ただ地すべりの浸透流解
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析で有限要素法を使用した例があります。たとえば，群

馬県の生須地すべり地で浸透流解析やりましたが，５０年

確率だったかな，三次元安全率を考えて，危険性を評価

しながら観測を進めています。雨が降り水位が上がって，

安全率が下がり，たとえば１．０２ぐらいになったら警報を

出そうかとかそういうものも考えられる。だから，そう

いうテストケースする場所を作っていけば，だんだん安

全率と変位量の関係がわかってきます。

土屋：そのためにデータの蓄積が必要でしょう。

奥園：水の話になりましたけれども，地すべりの設計

での水平ボーリング打つだけの場合，それから井戸を掘

る場合，それからトンネル掘る場合，良く分からんけれ

ども，ボーリングだったら２mくらい下がるだろうとか，

井戸だったら３m～５m下がるだろうとか，トンネル

だったら５m～８mとか下がるだろうと。そういうこと

で機械的に設計しているんですよね。あまりにもそれが

おおざっぱすぎるので，その浸透流解析であれ有限要素

法できちっと解析し，推定しまして，でそれで設計して，

それだけではいけないんで，今度は実際に施工したら

やっぱり水位を計測して，実際にその通りになっている

かどうかをチェックすると。そこで，計算どおりになっ

ていなければまた掘り増しするとか，あるいは別の工法

を考えるとか。

鵜飼：あとモデルを変えたりとかですね。

奥園：そうです。やっぱりそれで軌道修正していくと

いうやり方だと思うんですよね。

若井：そうですね。予測といっても最初の状態から将

来を純粋に予測するというのは現状ではかなり困難を伴

うだろうという指摘もありましたが，一方で変位や水位

の動態観測を踏まえた地すべり全体の現象解釈の道具と

して，数値解析手法を生かす方向性は十分にあるという

ことですね。感じましたが，「予測」という言葉を注意

して使わなくてはいけませんね。必ずしも純粋な予測と

いうことではなく，機構を説明するために多くの情報を

つなぎ合わせて解釈する道具としてのシミュレーション，

という割り切った使い方があるということですね。

鵜飼：性能設計というのは本来，支持力問題のように

建物を地盤の上に建てたとき安全率や沈下量がどれくら

いだったらいいかというような概念から出発しているよ

うに思います。それを無理矢理，自然斜面とかそういう

ものに当てはめようとしているっていう感じがしていま

す。そういう風に一般論から入っていくんじゃなくて，

斜面というものの実態からあげていって，それから性能

設計とつじつまを合わせるっていう発想を持たないとい

けないような気がします。

若井：そうですね。ただ，私達が従来やってきたこと

が「性能を考えない設計」だったということは，決して

ないと思います。変位などを介さず，間接的に暗黙の性

能を意識した設計をやってきているのですね。だから，

それを急に変位や水位といった直接的な指標を使って説

明しようとすると，従来の考え方との間でいろいろな歪

みが生じてくるのだと思います。今の鵜飼先生のご指摘

のように，やはり地すべりというものの特徴を十分に配

慮した上で，性能設計概念に向かい合う必要があると思

います。性能設計が指摘している大事な点は非常にシン

プルで，設計がいったい何を目指しているかを分かりや

すく説明するということです。もちろん，これを必ずし

も変位で説明すべき理由はなく，安全性能を説明できる

適当な参照指標を使って説明すればいいわけですね。例

えば，手始めに安全率でも類似したことはできるのでは

ないか，と思うわけです。安全率に基づく設計において，

ある許容値が設定されているときに，これがどんな意味

を持っており，経験上どんなことが言えるのか，が定量

的に押えられていればよいのではないかと思います。本

日の話題のさらに先に「信頼性設計」といった話題もあ

ります。現実の設計体系はすぐに変わるものではありま

せんが，他分野の防災対策の設計思想が徐々に性能設計，

信頼性設計といった考え方へ，いずれ大きく舵を切るこ

とになりますと，地すべり対策に対する社会の要請もそ

のような方向を意識したものに変わることが予想されま

す。私たちの持つ問題意識として，このあたりのことを

今からしっかりと見据えて行かないといけないように思

われます。信頼性設計もその言葉だけが一人歩きしてい

る感がありますが，実はすでに私たちもその手法を暗黙

のうちに許容しているわけです。将来起こるであろう極

めて大きな豪雨に対してある一定の安全性能を有するよ

うに地すべり対策を行う，すなわち，未来長期間に渡る

リスクの確実な低減を社会へ保障することこそ，まさに

信頼性設計の考え方そのものであると思います。

１０．１０ 安全率と調査の精度向上

編集部：一度，話題にもあがりましたが，安全率で２

割くらいの余裕度を取れば，過去の地すべりが大体おさ

まるという点については，私たちもそれを実感している

のですが，それでは，その安定計算法自体について考え

るべき点はないのかどうかについてお聞きしたいと思い

ます。強度定数c，�についての不確実性をなくすため，
もう少し調査を増やした方がいいのではないか，という

議論は必要ないのでしょうか。

奥園：抑止工をやる場合には，必要抑止力が決まれば

だいたい設計できるんですよ。ところが排土工とか，水

抜きをやるとかですね，いわゆる抑制工ですね，これに

cと�が絡んでくるんです。逆算法でスタートしても，c
の取り分と�の取り分で安全率が変わってくるんですよ。
これはやっぱりちょっと土質試験をやらないといけない

んじゃないかと思っているんですね。

若井：土質の不確実性を絞って，c，�の精度を高め
ると，安全率を介して議論する時に，具体的にはどんな

ことが起こるのでしょうか。

奥園：�がリッチなすべり面だったらですね，水抜き

講 座
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はものすごく効くんですよ。

若井：そうですね。つまり予測精度を高めるというこ

とは，設計をしたことがより正しくなるという，そうい

うことですよね。先ほど話題にあがっていた“許容値を

より絞り込める”という話とはまた別の話でしょうか。

土屋：間違いが少なくなり，より適切な工法を選択で

きる可能性があります。現在の調査方法は必ずしも完全

ではないところがあるでしょう。ご指摘の通りです。

若井：先ほど，安全率の許容値を１．２としているのは，

現象の不確実性が原因の一つになっているのではないか

というお話がありましたが，もし精度が向上するのであ

れば，外力の不確実性は残るにしても，考え方としては

１．２の値をさらに絞り込んでいく動機付けになり得るの

でしょうか。ただ，実際の斜面の複雑さはあの通りです

から，確実に安定性評価の精度が向上したと言い切れる

ほど斜面内部の特性を調べ上げるのは，途方もない労力

が想像されます。いくらか調査数，試験数を増やしたく

らいで格段に精度が向上するとは言いにくい，そのよう

な認識でよろしいでしょうか。

土屋：多分すべり面の位置に関しては，地すべり学の

進歩に裏付けされて以前より精度が向上していると思い

ます。ただ，最後に残ったのはc，�であり，これまで
も多くの土質試験を実施してきたと思いますが，現実に

は“どの程度反映されてきたか”ということでしょう。

基本的には経験則と１／１０cで進めてきた経緯があります。
奥園：これはなんとかしましょうね。c＝１／１０hはね，

これからお互いに。

土屋：それが原因で大きな失敗を生じたということも

聞いてはおりません。

奥園：だから不思議ですね，先人はやっぱり偉かった

のでしょうか。

釜井：c＝１／１０hから出発しても少しずつ問題がある
のを修正していっているんじゃないですか。それはやっ

ぱり地すべりの特徴ですよね。非常に長い間観測して，

それをうまく持ち帰って。

若井：前半の話に戻りますが，過去に滑ったことがあ

る通常の地すべり斜面に対策を行うのであれば逆算もし

やすいですけれども，これから滑るかもしれないものを

どうやって考えるかという問題ですね。その場合，やは

り純粋な予測になっていかざるを得ないのですよね。で

あるとすると，予測の精度が重要になるのではないかと

思います。そうでないと，対策工を決めることが難しく

なってしまいますね。

鵜飼：変形を予測するためにいろいろやるより，強度

で安全率を確かめるために，強度の精度を上げるという

方向であると思います。そのために調査の数を増やすこ

とや試験の精度を上げることも必要になるでしょう。

若井：そうですね。鵜飼先生が“強度の議論をするの

がよい”と仰っているのは，壊滅的な被害だけをまずは

何とか避けよう，という要求性能が意識の中にあるから

ですね。多少の変形云々ではなく，やはり壊滅的なもの

を抑えるのが最優先であると。

鵜飼：安全率が高ければ変位も抑えられるから。

釜井：もう一つ。すべり面の形がやっぱり問題だと思

います。地すべりの場合，どっかに力がかかっていて，

そこが壊れると一気に行ってしまうってよくありますよ

ね。結局それはある種の三次元形があって，そこに特に

力がかかりやすいかとか，力が抜けるという事があるわ

けです．したがって，我々がいかに精度を出すかってい

う問題では，ある程度そういうことを調べていくことが

不確実性を減らす方法かなと思います。三次元解析に

もって行くには，調査にものすごくお金がかかってしま

うという側面もありますが，現象の正しい理解のために

は二次元で考えるよりは三次元で考えた方が簡単だとい

うことがあるわけですね。三次元解析しようと思ったら，

ボーリングが増えるので，逆に不確実性が減っていくん

ではないかという，そういう副次的な効果もあるんです

けど。本来はそういうことだろうと思います。

１０．１１ 耐震設計と安全率

鵜飼：地震の話をさせてください。ある地域を対象に

液状化被害や家屋被害などの地震ハザードマップを作る

ことがよくあります。しかしそのハザードマップが前提

としている地震は斜面にも必ず作用するはずでしょ。だ

けど斜面には設計はいりませんよね。それはなぜだろう

かっていうのを考えてみる必要があります。たとえば，

斜面は雨でもしょっちゅうすごい外力を受けているから，

安定化していると。だから少しの地震なら安全だろうと。

でも家屋は，屋根があるから雨に対して安全に設計され

ているけど，地震の横揺れに対しては元々何もしていな

ければ壊れちゃうから，それに対して耐震設計している

と。そういう風に考えればいいのかな。

若井：先生のおっしゃっている斜面というのは，具体

的にはどんな斜面のことでしょうか。

鵜飼：切土でも盛土でも自然斜面でも，いいんです。

ただ残念ながら現在の方向性としてはよほど特殊な斜面

でない限り耐震設計を考えるという方向ではないですよ

ね。例えば地すべりでもそれが動くことによって道路が

壊されるとか，人家に大きな被害が出るとかそういう可

能性が大きいところに対しては多分考えていくだろう思

われます。でも，それだけでよいのかという不安が残り

ます。

釜井：その地域で地震係数を入れて何とかなりません

か。切土斜面ではどうしているのですか．

奥園：切土では，あまり入れていませんね。理科大の

龍岡先生も良く言われるんですが，“構造物であれだけ

やっていて，土構造物で耐震設計してないのか”と。

若井：修復するときの費用対効果の問題もあると思い

ます。道路の場合には簡単に修復できますので，崩壊し

てしまうという状況さえ何とか回避できればという判断
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はあると思います。家屋ですと，土構造物に比べて明ら

かに人命に直結するので別の判断になるのでしょうけれ

ど。

奥園：どういうわけか切土は地震に強いんですよね。

ただ切土の上の自然斜面は弱いんですよね。

土屋：つまりはどこに対策を施すかが分からなかった

ことが大きい。一般斜面の対策といっても場所の特定が

できない。砂防分野では，計画は流域で考えることにな

り，対象流域の出口で堰堤を設計するという概念になり

ます。ある程度発現場所が特定されれば，土石流対策も

より効果的に構ずることが出来るような気がします。ど

こが危険となるかの判断が難しい現状では，地震対策も

進まない気がします。

若井：斜面はあまりにも対象が多く，管理可能性が小

さいということですね。家屋の場合は所有者，被害者が

誰であるのかも明確です。ただし，家屋の近くに斜面地

形があったときにはどう考えるべきでしょうか。

土屋：崩壊すると分かれば対策は出来るのですが。

若井：“総延長のどこがどのくらい崩れるのか”が予

測しにくいですよね。崩れない箇所が全体のほとんどで

あるという場合に，どういう風にお金を使って対策を考

えるべきか，確かに非常に難しいですね。

鵜飼：最近は耐震の基準が厳しくなっていますから新

しい家屋は大地震が起きても簡単には壊れなくなってい

ると思います。おそらく切土や盛土の耐震性も，家屋な

ど他の構造物と相対的に耐震の必要性を考えなきゃいけ

ないと思います。家屋の耐震規準は厳しいのに，切土や

盛土の耐震設計はしなくても良いというわけにはいかな

いでしょう。

釜井：特殊な例かも知れませんが，原発の周りの斜面

のではかなり厳重に耐震設計をやっています．

若井：あれはかなり要求性能を意識しているというか，

被害のレベルを認識してやっていますね。他には何かご

意見はございますでしょうか。

奥園：ちょっと安全率に戻りますが。安全率というの

は，すべりに対する安全率であって，そこに入ってくる

対策工の安全率ではないんですよね。対策工の安全率は

ですね，アンカーなんか１．５～２．５倍の安全率が入ってい

るんですね。それから杭だって３倍ですか，これをどう

考えるべきかっていうのは良く分からないんですよね。

適切な例えではないかもしれませんが，車でエンジンが

駄目になったのにタイヤだけが新品だったとかですね。

若井：そういうバランスは結構難しい問題ですね。先

ほど話題になりました家屋の場合もそうですが，家自体

はどんどん強くなっていくのですが，宅地や擁壁の耐震

性などと並べて考えた場合，バランスをどう考えるべき

なのだろうかと思います。いずれにせよ，各対象に対し

て許容すべき安全率の大きさは，それぞれ過去の経験が

反映しているということなのでしょうね。

土屋：現在は，削孔能力も上がって孔壁崩壊も少なく，

また粘土の付着を許した状態でセメントミルクを流入す

ることはないかと思います。そのことを考えると，安全

率を低めに設定しても大丈夫かと思います。

奥園：ただし品質管理は大事ですね。

１０．１２ 劣化と維持管理

若井：維持管理という観点からですが，斜面は劣化が

進行するから安全率が時間的に変化するだろう，だから

維持管理を考えるときに劣化に伴って生じる変形量みた

いなものを把握しておけば，破壊に至る前に対策工の検

討も可能となるし，ライフサイクルコスト的な考え方が

導入されるのではないかという考えもあるようですが。

奥園：特に切土のり面ですね。

鵜飼：道路沿いの切土斜面の調査で規制降雨量以下で

壊れている斜面や雨が降ってもいないのに壊れている斜

面があるということに気づいたことがあります。それは

吹付け斜面と風化した岩盤斜面に多い。そういうのはい

つ壊れるか分からない。しかしおそらくちゃんと見てい

れば崩壊前に小さな変形や亀裂が入ったりしているだろ

うと思います。理屈の上では斜面をしっかり維持管理し，

観察していれば崩壊も事前に察知できるのではないかと

考えています。

奥園：そうだと思いますね。徐々に老朽化していくも

のはですね，自覚症状がどんどんでてくるんですよね。

集中豪雨とか地震という強烈な引き金で壊れるものとは

ちょっと違うんですね。ですから事前に何か症状がでて

くるような気がしますね。

鵜飼：維持管理を本当に徹底すれば，本来ある程度見

れるものなんでしょうね。

奥園：ただ急激に落ちることがありますから，ちょっ

と油断するとタイミングを外してジャッジしきれないう

ちに落ちてくることがあります。

土屋：中国四川都江堰市に近代的なアースダムがあり

ます。先の四川地震で堤体に多少の変形を生じたダムで

すが，主軸左岸サイドに多くのアンカーが設置されてい

ます。あの規模の地震で未崩壊ですから，アンカーの効

果は多大であるとの印象を受けました。しかし，二回目

に見学した時，詳細にアンカーを見たらヘッドが腐植し

ていました。つまり，そのまま放置しても問題ないのか

が気になりました。このような現実を見ると中国では管

理が十分にされていない可能性があります。

奥園：日本の管理技術を売り込む余地はありますね。

土屋：アンカーヘッドを鉄製カバーが腐食して中が見

える状態なので，時間経過とともにアンカーそのものが

効かなくなる可能性があります。

奥園：今は防食のキャップとかですね，こういう

キャップとかあるんですが。昔は皆埋め殺しでしたから

ね，コンクリートでね。

土屋：本論から外れますが，かつての日本もそのよう

な状態ではなかったでしょうか。どこかで事故が起きて
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徐々に管理を徹底する，あるいは十分な防錆処理をする

といったことになったのでないかと考えられます。

奥園：かなり防食には気を遣うようになりましたけど

ね。

土屋：この意味で長年にわたって維持しようとすると

十分な管理が求められると思います。

１０．１３ 地震後の斜面の安全性

編集部：最後になりますが，これから大きな地震が

やって来ることを想定した場合，地震後の地盤のゆるみ

と斜面の安全性の関係について，今後どのように考えて

いけばよいのでしょうか。

土屋：地震の後の山の緩みを評価したことはありませ

んね。兵庫県南部地震後に六甲砂防事務所では六甲山の

管轄域を中心に亀裂の有無と分布を調べていますが，強

度としてどのくらい落ちたかという評価はしておりませ

んでしたね。台湾地震のその後について山地の崩壊地分

布を５～６年くらい衛星で追跡すると，実は崩壊地のサ

イズはあまり変わらないことが示されています。何度も

降雨の洗礼を受けてはいるのですが。しかし地震域の中

小河川の出口には土砂が運搬されて橋梁が流失したりす

る被害が生じている。それでは河川に流出する土砂の起

源はどこかというと，その河川の近傍斜面や沢に流出し

た土砂が流れてきている。上流側の山地帯での変化は少

ない気がします。

鵜飼：その出てきた土砂も，地震のとき緩んだものが

土砂として流れてきたとか。

土屋：実際には洪水時に多量に運搬され，河幅一杯に

流れ，従前は河川敷内に草地が見られたのですが，これ

が消滅している実態があります。それは土砂が相当程度

に流下していることも意味しています。しかし上流側の

斜面崩壊は地震によって緩んだ地盤性状に変わっている

と想定されてもそれほど拡大していない。

鵜飼：実際すごいですよね。やっぱりそんなに大した

雨でなくてもね，土石流が起こったりしますからね。あ

れは地震の本当の影響ですよね。

若井：おおよそ話題は出つくしたと思われますので，

これで本日の座談会を終了させていただきたいと思いま

す。長時間どうもありがとうございました。

（原稿受付２００９年２月２７日，原稿受理２００９年３月４日）
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本講座は，各分野の安全率に対する考え方，物やシス

テムの破壊等の安全率の物差し，安全率の定義方法，安

全率の活用の仕方等を知ることから安全率に対する基本

的な考え方を洞察することにより，我々が何気なく用い

ている安全率を再認識するために企画した。しかしなが

ら，同時に，近年の社会環境の変化に伴い安全率に対す

る考え方にも柔軟性が求められていることを読者に感じ

取ってもらえるために，講座をどういった側面から企画

したらよいか，当初非常にとまどったのを覚えている。

そんな中にあって，神戸大学の沖村孝名誉教授，吉田信

之准教授，�アイエスティの吉松弘行氏，�砂防地すべ
り技術センターの綱木亮介氏に相談したところ講座準備

会への参加をご快諾頂き，学会編集委員からの面々とと

もに，「安全率に関する講座委員会」として立ち上げる

ことができた。１年間の準備期間をとり，講座委員会の

熱い討論を経て安全率講座の企画がまとまり，ようやく

学会誌に掲載することが可能となった。また，執筆者の

方々には，貴重な時間を割いて執筆いただいたことに心

から感謝いたします。

学会誌に掲載された周辺分野の安全率の考え方を踏ま

えて，最後に，「地すべりにおける安全率に関する座談

会」で締めくくる企画とした。地すべりに携わってこら

れた学識経験者の方々の学識と経験談に裏打ちされた大

変興味深い内容となり，講座委員会の面々にとっても感

慨深いものがあると思う。

本講座で示された内容から，地すべりにおける技術的

な安全率についての今後の課題，検討事項が浮き彫りに

なり，将来的な地すべり技術の進歩につながれば幸いで

ある。

何とか無事に本講座を最後まで終えることができたの

は，関係各位の協力があったればこそで，ここにお世話

になった皆様に深く感謝致します。
（原稿受付２００９年２月２７日，原稿受理２００９年３月４日）
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